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2010年1月12日午後4時53分、ハイチ共

和国の首都ポルトープランスから南西約25キ

ロ、深さ10キロを震源とする、マグニチュード

7.0の強い地震が発生しました。 

大統領府や政府省庁をはじめ、病院、学校な

ど多くの建物や家屋が倒壊するという甚大な

被害となりました。

2011年9月の国連総会では、この地震によ

る死者は約22.3万人、負傷者は約30万人、損

壊家屋は30万戸以上と報告されました。

死者：約22.3万人 

負傷者：約30万人 

損壊家屋：30万戸以上
（2011年9月国連発表）

被災者：370万人
人口の約 3分の 1
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傷つき、屋外で治療を受ける青年 ©Talia Frenkel/American Red Cross

地震直後のポルトープランスにて、建物の多くが倒壊した
© Keiichiro Asahara/日本赤十字社
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2010年10月、地震被災者への救援活動が

行われる中、ハイチ共和国中央部アルティボ

ニット県でコレラの流行が始まりました。過

去1世紀近くコレラが報告されておらず、現

地住民や医療関係者のコレラに関する知識も

限られていたことから、コレラ感染は急速に

全国に拡大。2014年3月までに72.5万件以

上の感染と8,800人以上の死亡が報告されま

した。 

感染：72.5万件以上
死者：8,800人以上

コ
レ
ラ

 

　
蔓
延 

携帯のショートメッセージで赤十字から配信されるコレラの情報を受け取る避難
民キャンプの女性 ©Ben Depp/IFRC

 La Piste避難民キャンプのコレラ治療センターにて©Julien Goldstein

（2014年3月ハイチ政府発表）

4 5



はじめに ___________________________________________________ 7

日本赤十字社の救援金使途とハイチでの活動 _____________________ 8

地震発生から復興支援事業終了までの流れ _______________________ 10

赤十字の支援の特徴 __________________________________________ 16

第1章 被害状況 _______________________________________________ 17

西半球最貧国で起こった未曽有の大地震 ________________________________ 18

急速に拡大したコレラ感染 ___________________________________________ 20

震災前から人口の約6割が医療機関にアクセス困難な国 ___________________ 20

第2章 救援活動の現場 _________________________________________ 21

地震救援 _________________________________________________22

国際社会の動き ____________________________________________________ 22

国際赤十字の動き __________________________________________________ 23

日本赤十字社の動き ________________________________________________ 24

コレラ蔓延対応 ___________________________________________28

国際赤十字の動き  __________________________________________________ 28

日本赤十字社の動き ________________________________________________ 29

第3章 復興の道のり ___________________________________________ 31

ハイチ復興マスタープラン  __________________________________________ 32

復興支援 _________________________________________________33

赤十字の支援 ______________________________________________________ 33

日本赤十字社の復興支援活動 _________________________________________ 34

コレラ撲滅を目指して ______________________________________38

血液センター再建 _________________________________________41

ハリケーン「マシュー」対応 ________________________________43

第4章 寄付者への広報活動 _____________________________________ 45

第5章 事業終了時評価 _________________________________________ 51

外部コンサルタントによる事業終了時評価 _____________________52

ハイチ大地震復興支援事業 ___________________________________________ 52

コレラ予防のための衛生促進・対応事業 ________________________________ 56

巻末資料①レオガンにおける自衛隊医療部隊からの活動引き継ぎ 

～日赤と自衛隊の初のコラボレーション 成果と課題～ ___________58

巻末資料② 派遣記録一覧 _________________________________________ 62

カリブ海に浮かぶハイチ共和国は、国民の約75%が1日当たり2ドル
以下で生活している西半球の最貧国といわれています。社会インフラは

脆弱で、人口の約6割が医療機関にアクセスできず、貧困による栄養失
調に加え、適切な保健知識の不足、劣悪な生活環境などの問題から乳幼

児死亡率、妊産婦死亡率も西半球で最も高いレベルです。

2010年1月、このハイチをマグニチュード7.0の地震が襲い、建物の
倒壊などで20万人以上が犠牲となりました。

この未曽有の大地震に見舞われたハイチの人々を救うため、日本赤十

字社はそれまでの国際救援で最も長い、7カ月にわたり医療救援チーム
を展開し、住民のいのちと健康、尊厳を守る活動を行いました。不幸な

ことに、地震から約10カ月後、大規模なコレラが発生し、再び新たな医
療チームを投入するなど、日赤もこれまでにない困難な救援活動を経験

しました。救援要員の派遣は合計で100人を超え、多くの被災者に救い
の手を差し伸べることができました。

また、二重三重の苦しみを経た住民に復興支援を行うに当たり、「Build 
Back Better（災害前よりも良い状態を目指して復興する）」の考え方を
念頭にレジリエンス（危機から回復する力）の強化を進め、7万人の健
康に寄与するなど多くの成果を上げることができました。

日本の皆さまからの21億6,200万円以上に上るご寄付は、このような
緊急救援と、人々の暮らしと生活を取り戻し、将来の災害に備える力を

つける活動に充てさせていただきました。心よりお礼を申し上げます。

日本赤十字社

はじめに
Build Back Better
～レジリエンスの強化とともに～

ポルトープランスの路地 
© Keiichiro Asahara/ 日本赤十字社
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総額21億6,207万6,041円
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アメリカ合衆国

メキシコ

コロンビア

事業概要

支援期間 2010年1月～ 2019年5月（予定）

支援対象地域 西県 （ポルトープランス、レオガン、カルフール） 、中央県 （ミレバレ）、グランダンス
県 （ジェレミー、アンスデノー）、南県 （ポルタピマン）

中央県
ミレバレ・サバネット・ブカンカレ・ソドー・ラス
カオバス・ベラデア

● コレラ発生後の消毒件数：134件

● 配付したせっけんの数：2万126個

● ハイチ赤十字社支援：ミレバレ支部支援

サバネット・コロンビエ

● 育成した保健ボランティア：632人

● 戸別訪問：8万9,562回

● 衛生促進を受けた人：のべ38万5,725人

南県
ポルタピマン

● コレラ治療センター設置：診療約1,100人

● 現金配付：2,600世帯

西県 
レオガン

● 仮設診療所で受診した人：1万1,782人

● 育成した保健ボランティア：712人 
戸別訪問：6万7,727回 
保健集会参加：のべ26万3,827人

● 井戸・給水所建設：69カ所 
修繕：45カ所

● トイレ建設：3,065基

● 手洗いスタンド設置：3,038個

● ハイチ赤十字社支援：レオガン支部社
屋建設

● 緊急救援（地震）　
● 復興支援（地震）
● 緊急救援（コレラ）
● コレラ予防のための衛生促進・
対応事業

● ハイチ赤十字社組織強化
● ハリケーン「マシュー」 
（連盟としての支援）

緊急救援 （地震）

4億5,215万7,163円
基礎保健 ERUの派遣と資機材の供与、国際赤十字 
による救援活動・仮設住宅の建設等への支援

緊急救援 （コレラ）

1億1,414万7,262円
基礎保健 ERUの派遣、国際赤十字による救援活動

復興支援 （地震）

10億6,117万9,662円
レオガンにおける保健／給水・衛生事業費、外部評価費

その他災害対応

2,054万8,188円
ハリケーン「マシュー」救援活動への支援

事業管理

2億315万1,377円
日赤現地代表派遣、本社人件費、受領書発行費、 

広報・報告費など

ハイチ赤十字社組織強化

9,654万4,000円
ハイチ赤血液センター建設支援など

コレラ予防のための  
衛生促進・対応事業

2億1,434万8,389円
中央県の学校や村々におけるコレラ予防のための地域住民 
参加型保健事業、コレラ対応チーム育成、外部評価費

日本赤十字社の救援金使途とハイチで の活動
ハイチ大地震救援金

募集期間：2010年 1月 13日から3月 31日まで

グランダンス県
ジェレミー・アンスデノー

● シェルター（家屋修繕）キットの配付： 
1万1,982件

● 衛生キット配付数：7万9,875セット

● 衛生促進を受けた人：のべ18万8,224人

● こころのケアを受けた人：2,820人

西県
ポルトープランス

● 仮設診療所と巡回診療で受診した人：
1万1,728人

● 予防接種キャンペーンでの接種者数： 
約3万5,200人

● 国立刑務所での診療：94人

● ハイチ赤十字社の血液センター建設

カルフール

● コレラ治療センター設置： 
診療約1,500人

＊ 連盟＝国際赤十字・赤新月社連盟（IFRC）、　日赤＝日本赤十字社
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地震発生から 
復興支援事業終了までの流れ

2010年

1月12日 ・ 午後4時53分（日本時間 1月 13 日午前 6時 53 分）、ハイチ共和国首都近郊を震源
としたマグニチュード7.0の地震が発生

・ 日赤本社から調整のため職員1人（フランス語話者）を派遣

・ 連盟はハイチ大地震の被害に対し緊急救援対応基金（DREF）から50万スイスフラン
（4,535万円）の支援拠出

・ 連盟がハイチ大地震暫定緊急アピール〔1,019万9,465スイスフラン（9億2,507万4,000
円）、支援期間：9カ月、受益者：2万世帯〕を発表し、シェルター、救援、保健、ロ
ジ、レポーティングの専門家によるフィールド調査・救援調整チーム（FACT：Field 
Assessment & Coordination Team）を派遣 

・ 連盟アメリカ地域代表部がレポーティング、ロジ、緊急時の保健、調整員からなるチー
ムをドミニカ共和国経由で派遣

13 日 ・ 連盟から各国赤十字社に対し ERU アラートの連絡が入る。これを受けて日赤は出動意
思を表明。機材輸送の手配および派遣人員の選定に入る

・ 日本国内でハイチ大地震に対する海外救援金の募集を開始

14 日 ・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第1班8人が派遣スタンバイ。連盟との調整、情報収
集を継続

・ 日本政府が水、食料、テントなどの緊急援助を決定

15 日 ・ 日赤は連盟のハイチ大地震緊急アピールに対し 2,000万円の資金支援を決定

・ 連盟より、 日赤に基礎保健 ERUに対する派遣要請が出される

16 日 ・ 近衞連盟会長（日赤社長）および本社職員2人が被災地視察のため日本を出発

・ 連盟がハイチ大地震暫定緊急アピールを1億578万3,354スイスフラン（93億9,766万円、
支援期間：9カ月から3年に延長、受益者：2万世帯から6万世帯に拡大）に改訂

17日 ・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第1班8人が日本を出発

・ ERU資機材を成田よりマイアミ（米国）に輸送

18日 ・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第1班サントドミンゴ（ドミニカ共和国）到着

・ 日本政府の国際緊急援助隊の医療チームが活動開始（～ 1月25日まで）

20日 ・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第1班がポルトープランス（ハイチ）において診療活
動を開始

・ 並行して、仮設診療所設置に向けたアセスメント、調整を進める

・ ERU資機材および車両がサントドミンゴに到着

22日 ・ ERU資機材および車両がポルトープランスに到着

24日 ・ ポルトープランス仮設診療所における診療開始（～ 6月16日まで）

・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第1.5班3人・連絡調整員2人およびハイチ友の会か
ら医師１人が日本を出発

25日 ・ 日本政府が自衛隊のハイチ PKO派遣などを表明（ハイチに関する閣僚級会合）

31日 ・ ERU資機材第2便がポルトープランスに到着

2月3日 ・ 日赤の ERU資機材を使用してポルトープランスにて巡回診療開始（～ 6月4日まで）

6日 ・ 予防接種キャンペーン開始（～ 3月15日まで）

・ 西県レオガンにてニーズ調査実施

8日 ・ 日本政府自衛隊の国際救援隊（施設部隊）がハイチで活動開始

9日 ・ 連盟モントリオール会議開催 （～ 10 日まで）

13日 ・ レオガン仮設診療所での診療を開始（～ 7月14日まで）

・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第2班6人日本出発。X線装置、超音波診断装置を持参

21日 ・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第2.5班7人日本出発

3月22日 ・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第3班9人およびクリストロア宣教修道女会より看護師
1人が日本出発

4月20日 ・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第4班12人が日本出発

5月5日 ・ レオガンにて衛生教育活動開始

18日 ・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第5班10人が日本出発

6月16日 ・ ポルトープランス仮設診療所における診療活動終了

18日 ・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU第6班5人が日本出発

緊
急
救
援
（
地
震
）
　
2
0
1
0
年
1
月
〜
7
月

緊
急
救
援
（
地
震
）
　
2
0
1
0
年
1
月
〜
7
月

2010年
1月12日
大地震 発災

仮設診療所で治療をする日赤医師 ©日本赤十字社 日赤 ERU第３班撮影のポルトープランスの様子。救援車両で活
動場所に向かう©日本赤十字社
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7月5日 ・ レオガンの避難民キャンプにて巡回診療開始（～ 7月16日まで）

14日 ・ レオガンの診療所閉鎖

15日 ・ 日赤のハイチ大地震基礎保健 ERU活動終了

18日 ・ 日赤は復興支援事業についての事業協定書に連盟と合意

10月5日 ・ 連盟がハイチ大地震の緊急アピールを3億1,432万9,971スイスフラン（315億7,320
万円、受益者：6万世帯から12.5万世帯に拡大）に改訂

22日  ・ ハイチ共和国においてコレラ患者発生が確認される 

29日  ・ 医薬品管理支援のため日赤が連盟から薬剤師派遣要請を受ける 

11月 1日  ・ 日赤薬剤師1人が日本出発 

3日  ・ 連盟がハイチとドミニカ共和国のコレラ蔓
まん

延
えん

に対して594万6,897スイスフラン（4億
8,651万3,000円、支援期間：6カ月、受益者：ハイチ34.5万人、ドミニカ共和国15万人）
の暫定緊急アピールを発表

10日  ・ 連盟が日赤にコレラ蔓
まん

延
えん

に対する基礎保健 ERU派遣要請（要員のみ） 

15日  ・ 日赤コレラ基礎保健 ERU第1班6人が日本を出発 

16日  ・ 日赤は連盟コレラ緊急アピールに対し、 19万6,200スイスフラン（1,654万1,800円）
の資金支援

・ 日赤コレラ基礎保健 ERU第1班ポルトープランスに到着

18日  ・ ICRCの要請を受け、日赤はポルトープランス国立刑務所にて診療活動開始（～ 21日
まで）

27日 ・ 南県ポルタピマンにて日赤・イギリス赤共同コレラ治療センター開所（～ 2012年6月
15日まで）

29日  ・ カルフールにおける日赤・カナダ赤共同コレラ治療センター開設に向けて調整開始 

12月 ・ ハイチにおけるコレラ感染者数がピークに達する

12月1日  ・ ポルタピマンにおけるイギリス赤のアセスメントに日赤要員1人参加（～ 5日まで） 

3日 ・ カナダ赤基礎保健 ERU資機材およびカナダ赤 ERU要員15人到着

11日 ・ カルフールで日赤・カナダ赤共同コレラ治療センター設営

12日  ・ カルフールのコレラ治療センターにおいて治療活動を開始（～ 2011年2月12日まで）

13日  ・ 日赤コレラ基礎保健 ERU第2班5人が日本を出発 

23日 ・ 連盟がコレラ緊急アピールを1,374万1,932スイスフラン（12億357万円）に改訂（支
援期間：ハイチ：6カ月から1年に延長、受益者：ハイチ：34.5万人から50万人に拡大）

2011年

1月7日 ・ 日赤コレラ基礎保健 ERU第3班7人が日本を出発

3月21日 ・ ポルタピマン病院および7カ所の保健施設スタッフ70人に対するコレラ治療の実地研修
実施（～ 4月9日まで）

4月13日 ・ ポルタピマン病院および7カ所の保健施設スタッフ66人に対する連盟コレラ支援チーム
による研修実施

6月15日 ・ ポルタピマンの日赤・イギリス赤共同コレラ治療センターの運営を保健省に移管

22日 ・ 日赤基礎保健 ERU資機材（1,900万円相当）および治療ユニットの移管について、
ハイチ保健省と合意文書締結。残る資機材（5,200万円相当）は連盟に譲渡し、保健
省と連盟によるコレラ治療と災害対策に備えられた

30日 ・ 日赤コレラ基礎保健 ERU活動終了
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ポルトープランスの日赤 ERU仮設診療所 
©Keiichiro Asahara/日本赤十字社

感染症を予防するため、正しい手洗いを学ぶ©日本赤十字社多くの幼い子どもたちもコレラに感染した©Keiichiro Asahara/日
本赤十字社

コレラ感染予防についての啓発活動実施 ©日本赤十字社
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7月18日 ・ 連盟コレラ緊急アピールが1,337万1,804スイスフラン（12億9,832万円、支援期間：
ハイチ：1年から1年3カ月に延長）に改訂

9月11日 ・ 日赤ハイチ大地震基礎保健 ERU救援活動評価会開催

18日 ・ 日赤と連盟がハイチ大地震復興支援に関する包括協定書締結

11月7日 ・ 日赤コレラ基礎保健 ERU救援活動評価会開催

2012年

1月14日 ・ ハイチにおけるコレラの被害が、52万5,000件の感染と7,000人以上の死亡となる
1
 

6月2日 ・ 日赤と連盟がレオガンにおける給水・衛生事業および保健事業の延長に合意

2013年

2月14日 ・ レオガンにおける保健事業の中間調査（～ 3月1日まで）

25日 ・ 連盟がハイチ地震緊急アピールを2億7,434万7,516スイスフラン（292億3,830万円）
に減額改訂

4月18日 ・ レオガンにおける給水・衛生事業のエンドライン調査（～ 4月25日まで）

6月30日 ・ レオガンにおける給水・衛生事業終了

12月5日 ・ 連盟がハイチ政府とドミニカ共和国政府によるイスパニョーラ島のコレラ撲滅10年計画
への支援のための緊急アピール〔1,124万4,952スイスフラン（12億4,358万円、支
援期間：24カ月、受益者：60万人）〕を発表

2014年

7月8日 ・ 日赤と連盟がハイチ中央県におけるコレラ衛生促進事業にかかる事業協定書を締結

9月 ・ レオガンにおける保健事業のエンドライン調査（～ 10月まで）

11月 ・ レオガンにおける保健／給水・衛生事業の外部調査実施（～ 12月まで）

4日 ・ 連盟のレオガンでの地震復興支援保健事業で派遣中の日赤要員が、中央県におけるコ
レラ衛生促進事業事前調査（～ 19日まで）

12月31日 ・ レオガンにおける保健事業終了（日赤の復興支援事業終了）

2016年

10月4日 ・ ハリケーン「マシュー」がハイチに上陸

・ 連盟はハイチのハリケーン「マシュー」被害に対して緊急救援対応基金（DREF）か
ら56万5,000スイスフラン（5,485万7,900円）の支援拠出

6日 ・ 連盟がハリケーン「マシュー」被害に対して緊急アピール〔685万2,515スイスフラン 
（7億2,289万2,000円、支援期間：12カ月、受益者：5万人）〕を発表

14日 ・ 日赤は連盟のハリケーン「マシュー」緊急アピールに対し1,000万円の資金支援を決定
2
 

17日 ・ 日赤からハリケーン「マシュー」被災者救援のために広報担当要員1人を派遣

11月10日 ・ 連盟がハリケーン「マシュー」緊急アピールを2,823万6,416スイスフラン（30億
927万円、支援期間：12カ月から18カ月に延長、受益者：5万人から14.8万人に拡大）
に改訂

12月2日 ・ 日赤より連盟にハリケーン「マシュー」被災者救援のために保健要員1人を派遣

8日 ・ 日赤は連盟のハリケーン「マシュー」緊急アピールに対し4,000万円の追加支援 
を決定

3
 

31日 ・ 中央県におけるコレラ予防のための衛生促進事業完了

2017年

6月29日 ・ 日赤とアメリカ赤がハイチ赤十字社の血液センター建設にかかる協定書に合意

2019年

5月 ・ 血液センター建設完了（予定）
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レオガンの日赤が保健活動を実施したコミュニティーにて©日本赤十字社
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1　Ministere de la Sante Publique et de la Population: Rapport de cas 14 janvier 2012 
2 3 ハリケーン「マシュー」への日赤から連盟への資金支援 5,000万円のうち、2,054万 8,188円をハイチ大地震救援金から拠出していること
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写真上：ポルトープランスの壊れた家々©日本赤十字社　
下：11歳の娘を亡くし悲しむ女性。ポルトープランスにて©Talia Frenkel/American Red Cross
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赤十字の支援の特徴

訓練されたチームが、 

すぐに現地入りして活動を開始
日赤の ERU基本資機材は、熊本県にある赤十字病院とアラブ首長国連邦・ドバイに
ある倉庫で 1セットずつ保管管理されており、24時間 365日、いつでも被災国へ迅
速に輸送することが可能です。

緊急対応ユニット = 「ERU」
緊急事態・大規模災害発生時に備え、速やかに医療や給

水衛生活動などが開始できる専門家と資機材のセットです。

メンバー

医師、看護師、助産師、技

術職含む計13人の訓練さ

れたチーム

資機材

医療・IT・テント・電気・

浄水給水・衛生・生活・事

務・食料など全部で17のモ

ジュールから構成

国際的なネットワークの連携  大規模な自然災害等が発生した場合、被災国の赤十字社

（イスラム圏内の国では赤新月社）と国際赤十字・赤新

月社連盟は、被災状況や支援ニーズについて情報交換

を重ね、国際的な支援が必要かを判断します。

被災地・被災国赤十字社
から被災者へ

国際赤十字・赤新月社連盟
（世界191の国と地域に広がる

ネットワーク）

被災者への支援物資、病気予防、
医療支援、生計支援など

ア
ピ
ー
ル

資
金

支援
要請

資金、物資、人材

資金
、物
資、
人材

ERU=Emergency Response Unit

©Talia Frenkel/
American Red 
Cross

©日本赤十字社
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西半球最貧国で起こった  
未曽有の大地震

2010年1月12日午後4時53分（日本時間13日

午前6時53分）、ハイチ共和国の首都ポルトープラ

ンスの南西約25キロ、深さ10キロを震源とする、マ

グニチュード7.0の強い地震が発生しました。震源

が浅く、直後にマグニチュード6.0の余震が起こる

とともに、1月24日までにマグニチュード4.5以上

の余震が52回も頻発。この首都直下型地震により、

政府官邸を含む主要な建物は倒壊し、政府機能が完

全にまひしました。このような事態を受け、ハイチ

政府は1月17日に非常事態宣言を発しました。

この地震による死者は22万2,750人 1 、負傷者は

30万572人に上り、人口の約3分の1に当たる370

万人が被災しました。大統領府や政府省庁をはじ

め、病院、学校、住居家屋など約10万5,000戸が全

壊、少なくとも20万8,000戸が半壊しました。なか

でも一番被害の大きかった震源地近くの西県レオ

ガンでは建物の80％が倒壊しました。さらに、首都

の港や国際空港の管制塔などの指令システム、道路

や電話などの通信を含むインフラが被災したため、

応急手当てをする赤十字ボランティア
©Talia Frenkel/American Red Cross

地震で倒壊した大統領官邸 ©日本赤十字社ポルトープランス、Canapé Vert地区の避難民キャンプ、多くの人が 
何年もテント生活を送る © ICRC / Marko Kokic

初動期の海外からの支援の受け入れに大きく影響

しました。街ではポルトープランス国立刑務所が被

災し、約4,000人の囚人が脱走してしまい、一般の

被災者の間でも不安定な生活環境に陥ったことか

ら略奪や誘拐、暴力が多発し、地震後のハイチは治

安が著しく悪化しました。ハイチの女性人口の27％

が性暴力を含めた身体的な暴力被害に遭う 2 など、

特に巨大避難民キャンプにおいて女性が危険に晒

されるようになりました。また、家族や友人が目の

前でがれきの下敷きとなり、負傷した彼らを医療機

関の機能まひなどで助けられなかった状況に精神

的ショックを受けた人も多数いました。

ハイチ政府によると、最大時には230万人が避難

生活をしており、2010年5月末時点で、人口の15％

である約150万人が1,342カ所の避難民キャンプで

暮らし、また約60万人が首都ポルトープランス周

辺から被災のなかった地方へと移動しました 3 。2

年が過ぎた2012年2月時点でも約49万1,000人が

660カ所の避難民キャンプで、2014年9月時点でも

なお8万5,432人（123カ所のキャンプ）が避難生

活を余儀なくされていました 4 。

教育省が発災6日後に「ハイチの教育システムは

• 死者 ：22万2,750人

• 負傷者： 30万572人

• 被災者 ：370万人

• 4,992校が倒壊

• 児童 100万人、  

教師 5万5,000人が被災

ポルトープランスの避難民キャンプ ©日本赤十字社

• コレラ感染：72万5,608件

• コレラによる死者：少なくとも

8,813人（2014年3月）

大地震を生き延びた親子
©日本赤十字社
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写真上： コスタリカ赤十字社による捜索救助（ポルトープランス）©Talia Frenkel/American Red Cross
下：コレラ治療センターで診療する日赤医師 ©日本赤十字社

崩壊した」と宣言したように、国内の学校の23％に

当たる4,992校が倒壊し、100万人の児童と5万5,000

人の教師が被害に遭いました。この大地震による

経済への影響も大きく、国内70％の企業が損害を

受けるなど、経済損失は2009年の同国国内総生産

（GDP）の約120％に相当する約78億米ドルと推計

されています 5 。

急速に拡大したコレラ感染

一方、2010年10月17日ごろよりハイチ共和国中

央部アルティボニット県で重度の下痢が流行し、10

月22日に国立公衆衛生検査機関によりコレラと確

認されました。西半球で最貧国のハイチでは生活用

の水をほとんど川からくんで生活しており、改善さ

れた飲用水源を利用する人の割合は2011年時点で

64％（全国）、改善された衛生設備（トイレ等）を

利用する人の割合は26％（全国）と非常に低いもの

の 6 、過去1世紀近くコレラが報告されていませんで

した。しかし、地震救援で海外の支援が入った際に

持ち込まれたとされるコレラ菌による感染は、現地

住民や医療関係者のコレラに対する知識も限られて

いたことから、急速に全国に拡大しました。地震に

より、すでに同国保健省の建物は倒壊し、職員200

人が死亡。震災被害の大きかった西県、南東県、ニッ

プ県では、60％の病院が深刻な被害を受けており、

保健医療施設が完全に機能していない中、コレラ感

染数は2010年12月に週ごとの感染増加数がピーク

に達しました 7。その後、徐々に死亡率も感染率も減

少しましたが、撲滅までには至らず、継続して感染

者が発生し、2014年3月までに72万5,608件の感染

と少なくとも8,813人の死亡が報告されました 8 。 

震災前から人口の約6割が 
医療機関にアクセス困難な国

ハイチは震災前から、国民の約75％が1日当たり

2ドル以下で生活している最貧国です。給水システ

ム、衛生施設を含む保健インフラやサービスは脆弱

で、その大部分が首都に集中していました。人口の

約6割が医療機関にアクセスできず、貧困による栄

養失調に加え、適切な保健知識の不足、劣悪な生活

環境などの問題から乳幼児死亡率、妊産婦死亡率も

西半球で最も高いレベルです。

川の水が日常的に生活に使われるハイチでは、コレラなどの水による感染症が
広まりやすい ©日本赤十字社

震災で親を失った孤児のジョー君（4歳）、ポルトープランスにて 
©SALTBONES, Olav A. Norwegian Red Cross

1 UN General Assembly, 2 Sep 2011（国連総会） （※ハイチ政府は 30万 6,000人としている）
2  UNFPA 
3 Response to the Humanitarian Crisis in Haiti, IASC, 2010
4 Displacement Tracking Matrix （DTM） Haiti Round 20 - September 2014, IOM 08 Oct 2014
5 UN General Assembly, 2 Sep 2011　
6 UNICEF（2011, 2013）　
7 Earthquake in Haiti, PAHO/WHO Situation Report on Health Activities Post Earthquake, 18 May 2010
8 ハイチ政府 
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国際社会の動き

ハイチは震災前から国際社会の支援を受けてお

り、治安維持については2004年から2017年まで諸

外国要員で構成された「国連ハイチ安定化ミッショ

ン（MINUSTAH）」が駐留・管轄しました。ほか

にも、多くの国際NGOや支援団体が保健医療、教

育、生計支援などさまざまな活動をしており、2010

年1月12日の発災直後も、その場所にとどまってす

ぐに支援活動を開始しました。しかし、首都直下型

の大地震による被害はすさまじく、国際社会が一丸

となって支援をしなければならない状況にあり、全

世界から67の捜索・救助隊や支援物資等が到着し

ました。当時、救援活動に携わった支援団体は1,000

とも2,000とも推定されています 1 。国連は、発災3

日後の1月15日にクラスターごとの支援調整を開

始、その翌日の現地ヘルス（保健医療）クラスター

には、赤十字を含め世界中から400弱の政府系医療

支援やNGOが登録され 2 、1月23日には、150の

診療施設が運営されるに至りました 3。 

同年3月末にはニューヨークでハイチ復興支援会

議が開催され、日本政府の1億ドル（92億6,707万円）、

米国政府の12億ドル（1,112億500万円）をはじめ、

3年間で99億ドル（9,174億4,000万円）の支援が

各国政府から表明されました。うち、2年間での拠

出額は53億ドルに上り、18カ月間で復旧に必要と

された目標額38億ドルを上回りました。復興に向け

て、ハイチ政府や議会の代表と主要支援国の代表か

らなるハイチ復興暫定委員会が組織され、拠出金を

使用した復興プロジェクトの調整、承認を行いまし

た。委員会は当初18カ月間の予定でしたが、2011

年7月に12カ月間の期間延長が合意されました。

国際赤十字の動き

国際赤十字・赤新月社連盟（以下、連盟）は、ハ

イチ赤十字社の救援活動を支援するため、大地震

発生直後に災害救援緊急基金（DREF）から50万

スイスフラン（約4,535万円）の資金援助を実施し

ました。同日にパナマの南北アメリカゾーン事務

所からチームが派遣され、災害初期調査調整チー

ム（FACT）が動員されました。また、初動対応と

して1,019万9,465スイスフラン（9億2,507万4,000

円 4 ）の暫定緊急アピールを発表。国際的に支援を

募りました。その後、1月13日から26日の間に、世

界各国の赤十字社から21の ERU（緊急対応ユニッ

ト）が出動。救援物資配付、給水・衛生、保健医療

などの救援活動を展開し、赤十字としての1カ国に

対する緊急支援としては過去最大の救援オペレー

ションとなりました。230万人もの人が広く点在す

る避難民キャンプで生活をするため、日々の給水、

ごみや排泄物の処理は大きな課題でした。さらに、

救援活動に支障を来すため、多くの建物が倒壊した

ために発生したがれきの撤去が急務となりました。

連盟は2010年2月にカナダのモントリオールでハ

イチ支援のための支援会議を開催し、赤十字として

12カ月間の緊急救援活動を実施することを決定し

ました。さらに、同年4月にはニューヨークで2回目

の会議を開催し、地震救援・復興、災害リスクの軽

減、ハイチ赤十字社組織強化の3分野を柱とした支

援計画の枠組みを策定しました。発災後6カ月間で、

59カ国から約900人のスタッフが派遣され、約1万

3,000人の赤十字ボランティアと共に救援活動を展

開し、資金援助を含めると、120カ国以上の赤十字・

赤新月社がハイチ支援を行いました。

ハイチ赤十字社は、本社と13の支部、90の地区

分区から構成されます。大地震発生前の主な事業と

して救急サービス、HIV／ AIDS対応などの保健

事業、血液事業を行っていたほか、災害対応に関し

て政府機関と密接な協力関係を築いていました。大

地震により、首都ポルトープランスにある本社およ

び血液センターが倒壊する被害を受けましたが、発

災直後より1万人以上のボランティアを動員して応

急手当てのための救護所設置、救援物資配付などの

救援活動を実施しました。

地震救援

物資配付の場所には、多くの人 が々集まる©Keiichiro Asahara/日本赤十字社海外から届く支援物資の配付準備をするハイチ赤十字社スタッフ©Keiichiro 
Asahara/日本赤十字社

• 世界の59カ国の赤十字から約900人のスタッフがハイチで救援活動

• ハイチ赤十字社は約1万3,000人のボランティアを動員

赤十字のベースキャンプ、世界から集まる赤十字要員が宿泊する
©日本赤十字社

仮設診療所で手当てを受ける被災者 ©Talia Frenkel/American Red Cross

大量のごみが集積する川、ポルトープランス
©日本赤十字社 / Keiichiro Asahara

治安を守るため、道路では武装した国連の MINUSTAHが警護をしている 
©日本赤十字社
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日本赤十字社の動き

発災当日の2010年1月12日（日本時間1月13日）、

フランス語圏であるハイチでのオペレーションはフ

ランス語話者の少ない日本赤十字社（以下、日赤）

には困難かと思われましたが、日赤本社よりフラン

ス語が堪能な職員1人を調査および調整のため先遣

として現地に派遣しました。また、1月15日には、

連盟より、本オペレーションはフランス語話者だけ

では対応困難との判断から日赤が ERU派遣の要請

を受け、ERU初動班が1月17日に出国し、同月19

日には現地に到着しました。以後7月15日まで約半

年間にわたり計6班、74人の医療チームを派遣す

る日赤過去最長の基礎保健 ERU事業を展開し、レ

オガンでは日赤として初めて移動可能な X線装置

と超音波診断装置（エコー）を導入しました。

X線装置や超音波診断装置のニーズは高く、日赤

よりはるかに大規模な医療施設を運営している団

体や、産婦人科病院など、周辺で活動する施設や団

体から多数の検査依頼を受けることとなり、多い時

には1日で40件の依頼がありました。また、初動班

では、オーストラリア赤十字社から1人、派遣期間

を通して中国紅十字会香港支部（香港赤十字）か

ら合計7人の要員が現地に派遣され、日赤チームの

一員として活動したほか、フランス語が堪能な医

師・看護師を日赤外部から招集し、派遣しました。

1月24日にポルトープランスでは、オートメカと

呼ばれるメイン通りに面した駐車場の一角で仮設

診療所での診療を開始し、加えて2月23日からは

定期的な巡回診療を開始しました。第2班で診療所

活動と並行していくつかの避難民キャンプの調査

を行ったところ、大規模なキャンプでは多くの支援

が届いていましたが、小規模、特に1,000～ 2,000

人あるいはそれ以下の規模のキャンプでは、シェ

ルターや給水を含めてほとんど支援が入っていな

い所が相当数存在することが分かりました。その

ため、College Stephen Alexis、HASCO、Byron、

Cosarivik、IDA、Village Benedictionの5カ所のキャ

ンプと1カ所のコミュニティーを選定し、3～ 4回／

週の頻度で巡回診療を開始しました。

また、被害の大きかったレオガンでは、地元の看

護大学の敷地で日本政府の国際協力機構（JICA）

の国際緊急援助隊（25人体制）が診療活動を展開。

その後を自衛隊医療部隊（104人体制）が引き継い

でいました。自衛隊医療部隊の撤退の日が近づいた

頃も、現地の医療ニーズとのギャップが大きいこと

から、日赤はポルトープランスの仮設診療所と並行

して、レオガンの看護大学寄宿舎を要員の生活拠点

とし、自衛隊医療部隊からレオガンの仮設診療所を

引き継ぐこととしました。100人を超える体制で運

営していた自衛隊の医療活動を当時9人体制であっ

た日赤チームが引き継ぐのは容易ではなく、ハイ

チ人の医師や看護師の協力を得ながら、3床を2床

＋1処置室に変更して活動を継続しました。当時、

PKO部隊が実施していた看護大学敷地内の武装警

護については、赤十字の方針にそぐわないため、代

わりに民間の警備員を雇うこととしました。巡回診

療については、レオガンから他団体の撤退が始まっ

た7月ごろからニーズが高まり、複数の地元病院の

再開が確認されるまで活動を続けました。なお、当

初懸念された雨季における感染症の流行に備え、活

動終了後の日赤 ERUの資機材は仮設診療所閉鎖後

倉庫に保管し、雨季、ハリケーンシーズンを経た後、

連盟に譲渡手続きをすることとしていました。その

後、2010年10月中旬以降の全国的なコレラ流行を

受けて日赤の基礎保健 ERUチームが出動したた

め、保管していた資機材の一部はコレラ蔓
ま ん

延
え ん

に対す

る緊急救援活動に活用されることとなりました。

ポルトープランスのオートメカ（駐車場）に建てた
日赤の仮設診療所 ©日本赤十字社

震災直後、生まれたばかりの赤ちゃんを抱く日赤看護師
©日本赤十字社赤十字の支援した簡易トイレ©日本赤十字社

日赤ERU診療数（仮設診療所＋巡回診療）

• ポルトープランス：1万1,728人

• レオガン：1万1,782人

生後６カ月の赤ちゃんを診察する日赤医師 © Talia Frenkel/American Red Cross 日赤がレオガンで建てた基礎保健 ERUの仮設診療所 ©日本赤十字社 ポルトープランスの避難民キャンプを視察する日赤要員©日本赤十字社
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ERU発災から7ヵ月間の救援活動実績

連盟が最初にパナマからサントドミンゴ経由でポルトープ
ランスに輸送したもの一覧

日本赤十字社の物資支援
日本時間1月13日朝に連盟からの一報を受け、当時名

古屋第二赤十字病院が保管していた ERU資機材約7

トン相当の輸送手配を始めました。20日にはマイアミ

から隣国ドミニカ共和国の首都サントドミンゴに空輸し、

待機していた日赤 ERU初動班が受け取りました。ま

た、連盟仕様（無線付）ランドクルーザー 2台および

Interagency Emergency Health Kit（IEHK：WHOの

定めた緊急用基本医療セット）1セットを調達し、ドバイ

からスペイン経由でサントドミンゴに空輸。それらERU

資機材、車両、IEHKは22日、陸路でサントドミンゴか

らハイチの首都ポルトープランスに到着しました。さらに

後日、資機材不足について現地から連絡が入り、ERU

の宿舎機能や医療資機材の一部をワシントン DC、マイ

アミ経由で空輸し、31日にポルトープランスに届けまし

た。  また、サントドミンゴでトラックの寄贈を受けたほか、

ポルトープランスでピックアップ車両2台を調達しました。

  ̶ 発災から7カ月間の救援活動実績̶

連盟が最初にパナマから輸送したものERUの 
種別 派遣赤十字社 活動地域 活動成果（2010年7月14日時点、連盟資料等）

救援

米国 ポルトープランス
• 配付された衛生キット、キッチンセット、水用プラスチック容器（ジェリカン）、
毛布、蚊帳など食料以外の救援物資：95.5万個

• ビニールシート配付：23.3万枚、 11.6万世帯

• 緊急用シェルターキット配付：2.4万キット、 2.4万世帯

• テント配付：9,000張、 9,000世帯

ベルギー／フランス ポルトープランス

フランス／フィンランド レオガン

デンマーク ポルトープランス

病院

ノルウェー／カナダ プティゴワーブ • 野外病院での診療数：8,000人

• 診療活動実施：46のサイト

• 支援対象者：約76万人

• 診療実績：13.5万人以上

• 予防接種キャンペーンでの接
種数：15.2万人

• コミュニティーにおける保健
知識の普及：12.4万人以上

• 携帯電話を通して保健啓発
メッセージを送信： 
1,600万件

ドイツ／フィンランド カルフール
• 野外病院での診療数：4万人

• 巡回診療での診療数：2万人

基礎保健

フィンランド／フランス
／スウェーデン ポルトープランス • 避難民キャンプの仮設診療所での診療数：

2.4万人

ドイツ／スイス ポルトープランス • 仮設診療所での診療数：1.6万人

日本／香港／オースト
ラリア

ポルトープランス、
レオガン

• 予防接種キャンペーンでの接種者数：約3.5
万人

• 仮設診療所および巡回診療での診療数：2.4
万人

フランス／カタール ポルトープランス • 巡回診療での診療数：1.7万人

給水
フランス ポルトープランス • 避難民キャンプなどでの飲料水の提供： 

26万3830㎥（1日5回、 1日平均240万リットル、 55台のトラック使用）、
31.4万人スペイン レオガン

衛生

オーストリア レオガン
• トイレの設置：2,617基

• 衛生促進のための教育活動：31万人

• 汚物処理：2,000㎥

英国 ポルトープランス

スペイン ポルトープランス

ロジス 
ティックス

英国／スペイン サントドミンゴ、 
ポルトープランス

• 救援物資などの調達・輸送・保管を担当

サポートサービス（救援に当た
る要員をサポートする ERU）

スイス ポルトープランス

IT／通信
スペイン ポルトープランス

• 救援活動に必要な通信機器や IT環境を整備

デンマーク／米国 ポルトープランス

ベース 
キャンプ

デンマーク ポルトープランス
• 赤十字の救援要員の泊まるキャンプ場を整
備し、食事の準備やごみ処理などを担当

イタリア ポルトープランス

計21基

家族用テント 200帳

キッチンセット 3,500セット

プラスチック製の入れ物 4,000個

貯水バケツ 8,500個

毛布 1万枚

防水シート 5,000枚

蚊帳 1,500帳

ランドクルーザー 6台

サントドミンゴ経由でポルトープランスに

物資支援ERU

 パナマから連盟により輸送される救援車両 
©Bienvenido Velasco 

サントドミンゴに到着した車両 ©日本赤十字社 現場に到着した医療資機材や薬品、備品の整理
©日本赤十字社

2010年 1月 20日にサントドミンゴに到着した日赤 ERU資機材 
©日本赤十字社

キッチンセットを受け取った被災者家族 ©Talia 
Frenkel/American Red Cross
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資機材や浄水器をポルトープランスよりアルティボ

ニット県に輸送し、サンマルク市を中心に衛生キッ

トや浄水剤の配付、飲料水の提供を行いました。

ICRCは主にハイチ国内11カ所の刑務所におい

て施設内の消毒、浄水、コレラに関する知識普及、

衛生キットや医薬品の配布などの緊急救援活動を

実施。ポルトープランスの国立刑務所では、11月

17日時点で、35人のコレラ感染、5人の死者が確

認されており、その後も感染者数の増加が見込まれ

たため、治療施設を設置し患者の治療も行いまし

た。また、ハイチ赤十字社との協力の下、主にシテ

ソレイユやマティサン地区で安全な水の供給と感

染者の病院搬送支援を展開しました。 

日本赤十字社の動き

日赤は、連盟によるコレラ蔓
ま ん

延
え ん

に対する緊急救援

活動へ19万6,200スイスフラン（1,654万1,800円）

の資金援助を行い、2010年11月15日から2011年6

月30日まで ERU医療チーム計6班を派遣。約7カ

月半にわたり医療チーム（のべ31人）を派遣しました。

日赤の活動地が決定するまでの期間、日赤 ERU

チームは他の CTCを訪問して情報収集し、CTC

設営計画を策定するとともに、ハイチ赤十字社コレ

ラ対応チームと協力して現地スタッフを対象とした

コレラ対応研修会を開催しました。この研修会には

カルフールのドイツ赤十字社 ERU病院で勤務して

いたハイチ人スタッフ104人が受講し、後に多くが、

カルフールや南部での日赤の救援活動に雇用されま

した。

また、ポルトープランスの国立刑務所で ICRCに

よる活動が始められるまでの期間、日赤 ERUチー

ムが同刑務所の CTCで診療活動を行いました。 

日赤はまた、カナダ赤十字社と協力してベッド数

100床規模のCTCをカルフールに開設しました。

当時、南県中央に位置するポルタピマンでは、資

機材や看護師不足の中、閉鎖された国立病院を使用

して保健省職員である医師がコレラ患者の受け入

れを始めていました。一方で人口12万人の南県西

海岸地域では CTCはなく、南県の県都であるレカ

イ市では住民のコレラ治療施設開設への抵抗が強

く、他団体が開設した25床程度の CTCが唯一存

在するのみでした。そこで、カナダ赤十字社の ERU

派遣が決定された時期、南県の保健省より、地震被

災者生活支援事業を行っていたイギリス赤十字社

とカルフールで CTCを計画していた日赤に対し南

県での CTC開設が要請され、イギリス赤十字社と

共同でポルタピマンにてCTC*を運営しました。

国際赤十字の動き 

ハイチ政府は、2010年10月にコレラ感染が確認

されるとすぐ対策本部を設置し、政府方針の策定

など対応を開始。国連機関、他援助機関との密接な

連携の下、市民防災局、保健省および水道局が中

心となり地域における流行の予防、浄水剤の配布、

飲料水の供給、およびコレラ治療センター（以下、

CTC）の設置など対策を展開しました。ハイチ赤十

字社は保健省など政府機関と密接に連携しており、

政府のコレラ対策本部にも参加しました。また、流行

が確認された直後よりボランティアを動員し、連盟、

ICRC、各国赤十字社との協力の下各地で給水、衛生、

保健医療分野において支援活動を展開しました。

隣国ドミニカ共和国でもコレラが蔓
ま ん

延
え ん

したため、

連盟は11月3日には、ハイチ赤十字社とドミニカ

赤十字社のコレラ対策活動を支援するため、594万

6,897スイスフラン（約4億8,651万円）の暫定緊

急アピールを発表しました。緊急アピール発表当初

は6カ月間の救援活動が計画されていましたが、ハ

イチ国内における深刻な感染状況を鑑みて、その後

12月23日にハイチで50万人、ドミニカ共和国で15

万人を対象としたコレラ蔓
ま ん

延
え ん

への対応事業として

1,374万1,932スイスフラン（12億357万円）に増額、

さらに、2011年7月18日には1,337万1,804スイス

フラン（12億9,832万円）に改訂され、支援期間も

1年3カ月に延長されました。 

連盟は当初、大地震復興支援オペレーションの各

部門においてコレラ対応を行っていましたが、ハイ

チ国内での急激かつ深刻なコレラ感染拡大を受け

て、専属のコレラ対策支援チームを設置し、基礎保

健 ERU3基が発動されたほか、大地震復興支援を

行っていた計16の各国赤十字社が治療、給水・衛

生や予防啓発活動などの緊急救援活動を開始しまし

た。 給水・衛生では、地震復興支援で実施している

飲料水の供給および水質管理を継続したほか、医療 日赤コレラ治療センター ERU第 2班 ©日本赤十字社

ポルトープランスの刑務所にて、遺体を大学病院に運ぶ
法医学専門家とスタッフ©Marko Mokic/ICRC

日赤コレラ ERU第１班、打ち合わせ風景
©Keiichiro Asahara/日本赤十字社

ポルタピマンの日赤・イギリス赤共同
コレラ治療センター©日本赤十字社

• 29ヵ所の治療施設を設置または支援・1万6,491人を治療

• 3,901人をコレラ治療施設に搬送

• 105ヵ所の経口補水ポイントを設置し6,212人に対して治療

赤十字のコレラ蔓
ま ん

延
え ん

に対する

基礎保健ERUの実績

コレラ蔓延対応

＊カルフールで開設した CTCは小規模で、実際はコレラ治療ユニット（CTU）
と呼ばれる。
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写真上： 赤十字が配付した貯水バケツからの水で手を洗う少年たち©Keiichiro Asahara/日本赤十字社
下：中央県のコレラ撲滅啓発活動を行う赤十字ボランティアたち©日本赤十字社

1 Response to the Humanitarian Crisis in Haiti, IASC, 2010
2 Earthquake in Haiti, PAHO/WHO Situation Report on Health Activities Post Earthquake, 18 May 2010
3 Response to the Humanitarian Crisis in Haiti, IASC, 2010 
4 その後 2010年 10月に約 3億 1,432万スイスフラン、2013年 2月に約 2億 7,434万スイスフランと改訂を重ねた 

【第 2章 P21-30 参考文献】

ハイチ大地震が発生する1年ほど前から、日赤では緊急救援活動における薬剤師の役割

拡充を目指すための「メドログ研究会」を立ち上げ、研究会メンバーの実地経験を積み上

げる機会を求めていた。 ICRCや連盟に対しても日赤としてはメドログ分野における人的協

力を拡大したい旨伝え、協議を重ねていた。そんな矢先に、地球の裏側で大災害が発生した。

ハイチ大地震における日赤基礎保健 ERUチームに薬剤師として2.5カ月間派遣された。

日赤の医療物資管理が落ち着いたところで連盟メドログの業務支援に入った経験から、11

月のコレラ対応時にも連盟メドログ業務に携わった。そのほかに、日赤は3名の薬剤師を継

続的に派遣し、研究会メンバーにとっては緊急時の現地経験と連盟での業務経験を積み、

実践する非常に良い機会となった。業務内容は、医療面では代替薬や特殊な服用方法、消

毒薬の希釈方法など適正使用への情報提供や現地医療スタッフへの指導を、物流面では、

モジュール構成別だった医療資機材を品目・分類別に整理し在庫管理方法の再構築を行っ

た。ハイチでは震災前から安定供給は厳しい状況であったが、連盟は品質安全面から医薬

品の現地調達を禁止していた。しかし、連盟本部からの調達では通関に時間がかかるため

発注から2カ月半後にしか医薬品を受領できないことが判明した。そんな中、現地で品質が

信頼できるWHOの供給プログラムがあったためこれを活用し、他国チームへの医薬品供給

も支援できた。このことはヘルス・ロジスティクス・給水衛生部門と連携し、医療物資の調

達や供給、在庫管理、倉庫管理を担い、連盟傘下の要員全体の健康管理支援などにも携わ

ることができる良い経験となった。

「メディカル・ロジスティクス（メドログ）業務」

日本赤十字社医療センター 薬剤師　小林 映子
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現地医師へ医薬品の情報提供をする筆者 ©日本赤十字社 連盟コレラ対応チーム（2011年）©日本赤十字社
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ハイチ復興マスタープラン  

ハイチ政府は、震災から2カ月経過した2010年3

月に「ハイチ国家復興開発行動計画 *」を策定し、

18カ月で主な復興を実施し、20年後には新興国と

なることを目指すという目標が掲げられました。

必要な総予算は115億ドル（約1兆657億円：社

会分野50％、家屋を含むインフラ再整備17％、環境

や災害管理15％等）と算定され、ハイチ政府は緊

急救援、復興、など全ての損失に対して国際社会の

支援を求め、最初の18カ月の復興には38億ドルの

支援が必要だとアピールしました。元々の貧困、急

激な都市化、混乱した政情により、元通りに復興す

ることに加え、より良く再構築するための長期的な

開発ニーズまでくみ取る必要が出てきました。

復興については（1）震災復興まちづくり 

（Territorial rebuilding）、（2）経済再建 （Economic 

rebuilding）、（3）社会再建 （Social rebuilding）、（4）

制度再建 （Institutional rebuilding）の4つの分野に

重点を置くことが掲げられ、分野横断的な課題とし

てジェンダーの平等、若者や障がい者の脆弱性を軽

減し、社会参画を促すことを掲げました。このアピー

ルに対し、55の国やドナーが対応し、アピールを超

える53億ドルの支援が集まりました。

＊参考文献：https://www.recoveryplatform.org/assets/publication/
Action_Plan_12April_haiti.pdf

赤十字の支援

連盟のハイチ大地震復興への支援方針は、 

（1）地震復興支援：キャンプからコミュニティーへ、 

（2）ハイチ赤十字社の能力強化、という2本柱で進

められました。（1）については、首都ポルトープラ

ンスにおける支援と、被害の大きかったレオガンで

の支援に分けられました。

ポルトープランスでの支援では、①地震により大

きな影響を受けたり、避難先から戻ってきた人たち

に対する「統合近隣アプローチ（INA：Integrated 

Neighbourhood Approach）プログラム」、②キャン

プからの移動を容易にするために、長期的に使用で

きる避難所や仮設住宅を提供する「帰還および移転

プログラム（Return and Relocation Programme）」、

③仮設住宅などにまだ移動せずキャンプで暮らす人

たちのニーズに対応する「キャンプ緩和プログラム 

（Camp Mitigation Programme）」が中心でした。ま

た、レオガンでは、水・衛生、保健促進およびコミュ

ニティー動員に焦点が当てられました。

©Fuminori Sato/日本赤十字社

復興支援

日赤がレオガンで設置した給水所 ©Fuminori Sato/日本赤十字社レオガンで日赤が設置したトイレ©Fuminori Sato/日本赤十字社写真上左： 震災直後からマーケットは動き出す©Keiichiro Asahara/日本赤十字社　 上右： ©Keiichiro Asahara/日本赤十字社
下：震災直後のポルトープランス市街地の様子。2010年 1月 13日、国際赤十字とECHOにより上空から被災状況の合同調査が行われた©IFRC
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日本赤十字社の復興支援活動

医療チームによる緊急支援を実施していた日赤

は、震源地に近く被災地の中でも最も被害の大き

かったレオガンでニーズ調査を実施したところ、水

質の悪化や健康被害に関する課題が浮き彫りにな

りました。また、世界からのハイチへの復興支援が

住居建設事業に集中し、保健／給水・衛生事業は

資金不足となっていました。そこで日赤は2010年7

月より、連盟やハイチ赤十字社と連携し、衛生環境

と健康状態の改善を目指した保健事業および給水・

衛生事業を展開しました。

2014年12月まで4年半実施された保健事業で

は、人々の文化や習慣を尊重しつつ、適切な健康管

理や衛生習慣を身に付けてもらえるよう赤十字の

地域住民参加型保健（CBHFA：Community Based 

Health and First Aid）の手法を用いて保健ボラン

ティアを育成し、彼らが主体となって自分たちの

地域の人々への健康促進活動や衛生行動の普及に

取り組みます。ハイチでは、震災前から衛生環境が

整っておらず、2004年の調査では、ハイチの地方

において浄水された水にアクセスできるのは54％、

トイレにアクセスできるのは30％のみでした。また、

対象地域には簡単にアクセスできる保健医療施設

が少ないだけでなく、保健医療施設の資機材不足か

ら信用性を疑う人もおり、伝統医療に頼る人もいま

した。主な健康問題は下痢性疾患、呼吸器感染症、

HIV/AIDSなど予防可能な疾患と高い出生率でし

た。そこで、保健事業では主に母子保健、リプロダ

クティブ・ヘルス、感染性疾患に焦点を当てました。

事業対象地は、レオガンの21村落で、対象受益

者は4万人以上（1万世帯以上）。CBHFAでは、村

の中から選出された保健ボランティアに母子保健・

疾病予防・応急手当てなどの研修を行い、その後保レオガンで手洗いを指導する日赤看護師 ©Fuminori Sato/日本赤十字社

日赤によるレオガンでの 

保健教育の中間／エンドライン調査

• 保健施設で出産する： 

51.3％→65.4％

• 男性用コンドームを避妊のために
使用する：27.7％→48.5％

給水・衛生事業の実績

• 井戸や給水所の新設：69カ所

• 給水所の修繕：45カ所

• トイレの設置：3,065基

• 手洗い場の設置：3,038個

• ごみ箱の設置：3,026個

• 給水所を自分たちで修理できるよ
う、修理技術研修を実施：50回

レオガンでの保健事業でコンドームの正しい使い方を学ぶ女性たち
©Fuminori Sato/日本赤十字社

レオガンでの保健事
業で配付されたコン
ドームを受け取る女性
©Fuminori Sato/日本
赤十字社

保健ボランティア
とのミーテイング
©Fuminori Sato/
日本赤十字社

村 を々回り、人々に病気の見分け方、簡単な応急処置に加え、病気の予
防方法も伝え、予防に必要な物品を配る©Fuminori Sato/日本赤十字社

日赤によるレオガンでの保健事業実績

• 保健教育を受けた人：4万4,483人

• 育成された保健ボランティア：712人

• 戸別訪問回数：のべ6万7,727回

• 戸別訪問で保健メッセージを受け取った人数：のべ14万8,489人

• 講習会等を実施した回数：1万6,816回・参加した人数：のべ26万3,827人
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健ボランティアが地域活動（戸別訪問、住民集会、

医療機関への照会など）へのサポート、蚊帳やコン

ドームの配付と使用状況の確認、子ども、女性、親

などを対象とした保健・衛生教育の実施、災害時に

おけるアセスメント、支援調整、救援物資の配付を

行えるようにしました。

また、元々水道インフラの整っていないハイチで

は、保健事業で伝える健康管理や衛生習慣を実践で

きる環境を整えることが必須であり、レオガンでも

井戸や給水所の新設、壊れた給水所の修繕、トイレ

の設置、手洗いスタンドやごみ箱の設置など、のべ

14万1,942人に支援を届けました。給水所は、単に

設置するだけでなく、壊れた際には自分たちで修理

ができるよう、修理技術研修の実施、給水所の維持

管理を担う水管理委員会の組織・育成・研修を実

施しました。

2012年6月初旬に実施した中間モニタリングで

は、78％の生徒が「学校のトイレを使用する」と

答えており、以前は多かった校庭や川での排せつが

1％に低下しました。また、多くの児童がごみ箱をき

ちんと使うようになり（94％）、校庭をきれいに清

掃するようになりました。

©Fuminori Sato/日本赤十字社

「日赤は何をくれるんだい？」は集落を訪れると頻回に住民から言われる言葉だった。ハ

イチは1804年世界初の黒人による共和制国家としてフランス領から独立、カリブで初の独立

国家であることを誇りとした人々が住む国のはずである。しかし、数十年にわたる貧困、環

境破壊、暴力、政治不安により、「カリブの最貧国」といわれていた。国の生活・健康水

準を反映するとされる5歳未満死亡率は出生1,000人当たり76（2012年WHO報告）と高く、

エイズ感染や結核有病率もカリブ地域の中で最悪であった。

震源地に最も近かったレオガンでの活動内容は疾病の予防と早期発見で、赤十字の目的と

する危機から回復する力（レジリエンス）の強化だった。ハイチでは保健医療施設が少なく、

アクセスが非常に困難、電気が普及しておらず通信手段も少ないため地域出身のボランティ

アの活動が重要である。住民への健康メッセージはボランティアから繰り返し伝えられた。

ボランティアの中には「自分たちの地域住民のために活動する」と言って参加しても、「活

動しても何ももらえない」と辞めていく者や、住民から「話だけで何もくれないのか」と言

われ活動意欲を失うボランティアもいた。「私たちは物ではなく、知識を与える活動をして

いる」と言って説明しても理解までは難しいことも多い。それでも最終的に580名のボラン

ティアが研修を終了し、活動してくれた。

支援終了後1年が過ぎた2015年、私は再びレオガンを訪問する機会を得た。山間部に住

むボランティアは「前ほどじゃないけど、今でも住民対象にメッセージを伝えているよ」と

報告してくれた。市街地に住むボランティアは「仲間とラジオで健康メッセージを送り続け

ている」と誇らしげだった。形はないが、知識はボランティアの中にあった。ボランティアは

その「見えないもの」である知識を住民に提供し続けていた。

地域ボランティアによる戸別訪問 ©日本赤十字社 川で洗濯中の住民に対して衛生教育する地域ボランティア 
©日本赤十字社

「かたちの見えない支援」

名古屋第二赤十字病院 看護師長　菅原 直子

写真上左： レオガンのコミュニティーで衛生教育をする日赤看
護師とボランティア©Fuminori Sato/日本赤十字社
上右： 啓発のために作成し、住民に配られた衛生に関するパ
ンフレット©Fuminori Sato/日本赤十字社
下左：コミュニティーで衛生について話をするハイチ赤十字社
スタッフ© Fuminori Sato/日本赤十字社  
下右：母親に保健指導を行う日赤看護師 ©Fuminori Sato/
日本赤十字社
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写真上左： 山岳地帯のコミュニティーには車両では行くことができず、何時間も山道を歩く©日本赤十字社
右：コレラの疑いのある症状が出た人の家族に聞き取り調査を実施し、家の消毒の準備をするコレラ対応チーム©日本赤十字社　 
下左：コレラ対応事業スタッフとコレラ対応チームのボランティア（中央で帽子をかぶっているのがボランティア）©日本赤十字社

コレラ撲滅を目指した  
衛生促進事業

一向に収束しないコレラの流行に対し、PAHO／

WHOの協力の下、ハイチ政府とドミニカ共和国

政府が『ハイチとドミニカ共和国からコレラを排

除するための提携』をし、10年計画を策定しまし

た。これに対し2013年12月に連盟は、コレラ対応

に関する1,124万4,952スイスフラン（12億4,358

万円）の緊急アピールを発表。日赤は連盟と共に、

中央県下部のサバネットとコロンビエで2014年7

月から2016年12月までの30カ月間、コレラ予防の

ための衛生促進事業を実施しました。これらの地域

は山岳地帯でインフラが未整備であることが多く、

移動手段にはロバを使い、人々は川の水をそのまま

料理や洗濯に使用していました。道端で用を足す姿

もよく目にする地域で、訪問するにも車では行くこ

とができず、徒歩で何時間も山を登らなければたど

り着けない村が多くあります。復興支援で実施した

CBHFAを用い、対象地の各村から選出された保健

ボランティアを600人以上育成し、コレラ予防に特

化して正しい水の浄水、手洗い方法、下痢になった

ときの経口補水液（ORS）の作り方などを合計（の

べ）38万5,725人に普及しました。

さらに、コレラが発生した際の対応も村人ができ

るように、2015年4月よりコレラ予防のための衛生

促進事業と並行してコレラ対応事業を開始しまし

た。中央県下部のサバネットに加え、ソドー、ミレ

バレ、ブカンカレ、ラスカオバス、ベラデアの計6郡

から選出されたボランティアで8人体制のコレラ対

応チームを形成するため、（1）感染管理、（2）コレ

ラ予防と対応、（3）コミュニティーでのアウトブレ

イク時の調査活動、（4）コミュニティーにおける方

法論：参加型アプローチ、地域集会、戸別訪問、（5）

家庭での浄水方法、　（6）コミュニティーにおける

ウォーターポイントの管理方法（点検、感染防御、

塩素消毒）についての研修を実施しました。研修を

受けた48人がコレラ対応チームとして、実際にコ

レラが発生した家庭に赴き、消毒や、周辺住民への

啓発を行いました（消毒件数は6カ月で合計134回）。

また、140人の赤十字ボランティアが救急法の研修

を受け、応急手当てができるようになりました。

コレラ撲滅を目指して

中央県下部でのコレラ予防教育の

事前／事後調査

• 水を飲む前に浄化する：57％→76％ 

• 排便の後手を洗う：85％→94％ 

• 食べ物にカバーをかけて保存する： 

73.5％→100％ 

• 脱水症状が分かる：36％→79％ 

• 飲料水の入れ物が清潔：64％→82％ 

• トイレにアクセスできる：43％→60％

• ORSの作り方が分かる：98％ 

（事後のみ調査） 中央県の小学校で手洗いを教える日赤看護師 ©日本赤十字社

中央県でコレラ撲滅を 
自分たちの手で！

と意気込む児童たち 
©日本赤十字社
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ハイチ赤十字社の  
血液センター再建

ハイチ大地震により、ハイチ赤十字社の「血液バ

ンク」として機能していた血液センターは大きな被

害を受け、災害直後の救急医療についても大きな影

響を与えました。その後、民間のビルを借りて、献

血事業を行っていましたが、かつての「血液バンク」

のビルを修復することは困難と判断され、ハイチ国

際空港裏の赤十字ベースキャンプが置かれていた

土地にハイチ赤十字社の血液センターを新設する

ことになりました。震災後、ハイチ赤十字社だけで

はなかなか計画が立てられない中、アメリカ赤十字

社が血液センターの建設を含む、ベースキャンプの

土地活用計画（2016～ 2020年）を提案し、ハイチ

赤十字社理事会が2014年、それに合意しました。

ハイチ国内において献血事業を行っているのは

ハイチ赤十字社のみであり、政府からの認定も受け

ているため、安全かつ十分な血液を国内に供給す

る能力を保つことは、ハイチ赤十字社にとって重要

な任務です。しかし、国の脆弱性などから、例えば

機器が故障すると途端に全てが止まってしまい、修

理期間の分をカバーするだけの血液のストックも

なく、アメリカから莫
ば く

大
だ い

な輸送費を使って血液を運

ばなければならない事態に陥ることがありました。

そうした事態を避ける能力をつけるためにも、適切

な設備を整えた血液センターを建設することが重

要であると判断し、日赤は2017年7月に8,000万円

の支援をアメリカ赤十字社を通じて実施しました。

2019年5月完成に向けて現在建設中です。

血液センター再建

私の活動地となった中央県サバネットは、山岳地帯に集落が点在しており、とにかくアク

セスが悪く、地元の行政すら来ない集落も多い。橋のない大きな川を車で横断し、断崖絶

壁の整備されていない山道を車で通らなければならず、片道4～ 6時間かかる村もある。

雨が降ったり、デモで治安が悪化すると活動を中止せざるを得ない。このような地域で、ハ

イチ赤十字社の6名のナースたちと住民たちが自分たちでコレラ感染を予防できるよう、村々

を回り、手洗いや浄水の指導を行った。

活動中、最もよくお願いされたのが「トイレを作ってほしい」「活動費を出してほしい」

である。住民は、貧しいから援助をもらうのは当然、もしもらえないなら村での活動を許可

しないという姿勢。しかし、本当に大切なのは「もの」でなくコレラ予防のための「知識」

を提供すること。多くの赤十字ナースは復興支援から日赤の活動に参加していたので、地域

でボランティアを育成し、彼ら主導で住民と一緒に地域を変えていく力をつけることの大切さ

を理解しており、住民に何度も説明してくれた。また、ボランティアたちが自信を持って活動

できるようになるまで電話で相談に乗るなどきめ細かく支えていた。

ひとつでも多くの集落に行ってボランティアを育て、コレラから地域住民を守りたいという

ナースたちの情熱は、本当に「素晴らしい」の一言。最終的には、500世帯を超える住民が、

自らトイレを作るという行動に出た。たった2年半の事業で目に見えて起こった住民の変化

は、奇跡と言っても過言ではない。これは紛れもなく彼女たちの活動のたまものであり、この

ことをとてもうれしそうに話す彼女たちの顔と奮闘の日々を、私は決して忘れることはない。

衛生メッセージを伝えるイベントにて©日本赤十字社 山岳地帯の集落で、手洗いイベントを住民から選出したボランティア
と一緒に行うナースたち©日本赤十字社

「ハイチ赤十字社ナースたちが起こした奇跡」

日本赤十字社和歌山医療センター 看護師　小笠原 佑子

写真上：元々、ハイチ大地震救援のための赤十字ベースキャンプがあった場
所に建設中のハイチ赤十字社血液センター（ドローンで撮影）©American 
Red Cross　下：建設中の血液センター©American Red Cross
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私は、地震発生直後から2016年12月の活動が終了するまで日赤の事業で地元看護師と

して活動しました。被災者のためにご寄付いただいた方々、活動を支えている職員やボラン

ティアなど、全ての関係者に感謝しています。

日赤との活動で一緒になったスタッフは、私が地域の看護師として長年やりたかったこと

を実現できるよう激励し、指導してくれました。急性期が過ぎた2010年9月からの地域住民

参加型保健事業（CBHFA）では、保健ボランティアと一緒に疾病予防・健康増進・救急

処置・災害対応などに地域主体で取り組む総合的なアプローチで、コミュニティーが自ら感

染症を予防できるようになりました。活動を通じて多くのボランティアがレオガンと中央県で

地域を守れるようになったのです。

コレラ予防のための衛生促進事業では実際に、活動地域の人々の健康状態が改善しまし

た。コミュニティーから選ばれた保健ボランティアを育て、手洗いやきれいな水の使用やトイ

レの使用を広めたことは、大変貧しく脆弱な地方の住民たちの衛生環境や行動を改善する

のに役立ち、事業対象地域ではコレラの症例が大幅に減少しました。

保健ボランティアたちは事業終了後も活動を続けています。私たちの事業は大きく成功し

たのでコレラだけでなく他の病気の予防事業の手本にもなりました。また、地域の保健ボラン

ティアや赤十字は住民に信頼される保健援助団体になりました。コミュニティーが健康問題を

解決するためには、現地行政関係者やコミュニティー・リーダーとの強い関わりも重要です。

最後に、私は日赤の皆さんと働いたことに誇りを持っています。日赤の助力や支援がなけ

れば、このような効果的な仕事はできなかったでしょう。日赤と仕事をして以来、看護師とし

ても人間としても成長していることに気が付きました。本当にありがとうございました。

ハイチ、ポルトープランスより

支援期間中に発災した別の
災害とその対応

カリブ海で発生した強力なハリケーン「マシュー」

が、2016年10月4日、ハイチに上陸。南西部のジェ

レミー、レカイ、ニップを中心に210万人の人々が

被災（国連）、800人以上が死亡したと報告されて

います（ハイチ政府）。

ハイチ赤十字社は連盟や各国赤十字社の支援を

受け、846人の赤十字ボランティアを動員し、特に

被害が大きく80％の人が家屋損壊の被害に遭った

とされる南西部の町ジェレミーには、ハリケーン直

撃の前日から現地入りし、住民へ避難を呼びかけた

り、通過直後より衛生用品などの救援物資を配付し

ました。連盟は10月6日に緊急アピールを発表し、

国際社会に685万2,515スイスフラン（7億2,289万

2,000円）の資金支援を呼びかけ、日赤は5,000万円

の資金支援 *を実施し、2名の要員を派遣しました。

救援物資を海外から船などで輸送し、アクセスの寸

断された地域にはヘリコプターで医薬品を輸送す

るなど、6万5,000人に支援を届けました。また、18

万8,244人に感染症予防や正しい手洗いの知識を伝

え、巡回診療で3,501人を診療しました。

ハリケーン「マシュー」対応

ハリケーン「マシュー」上陸直後のジェレミーの街 ©IFRC

レオガンで戸別訪問をするミヌスさん（右）©Julien Goldstein コミュニティーを回って、保健や衛生について正しい知識と行
動を人々に伝える©Julien Goldstein

グランダンス県アンスデノーで巡回診療中の赤十字看護師
©Marko Kokic/Canadian Red Cross

ハリケーンで家を失ったWilienne Frenelさん
（32歳）と子どもたち。ハリケーン上陸の日、

3歳の娘が熱を出し、病院に向かったが手遅
れで亡くなった©Maria Santto

「寄付者の皆さま、日本赤十字社の 
ハイチ事業に関わる皆さま」

元ハイチ赤十字社地域保健看護師 　ミヌス・ピエール （Minouse Pierre）

＊うち、2,054万 8,188円はハイチ大地震救援金より拠出
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写真上：コレラ予防のための衛生促進事業で感染予防を伝える保健ボランティア。「以前はきれいな水の作り方を知りませんでした」と語る©日本赤十字社
下：発災から1周年の時期に当たる 2010年 12月 1日～ 12月 22日に 4回連続で新聞広告に掲載した活動報告。2010年 12月 15日 記事体広告 ©日本経済新聞社

第
4
章 

寄
付
者
へ
の
広
報
活
動

緊急対応も終わりに近づいた2010年6月、日赤は復興事業策定に向けて現地調査を実施

した。疾患率の高いハイチの状況を鑑み、栄養、衛生、感染症などの知識を広め日常の行

動様式の変容を促すソフトと、井戸・給水所、トイレの建設などハードの両面で支援すること

が有効との結論を得た。さて、長期にわたる復興支援をどのような形で実施するか？

赤十字では被災国の赤十字社を支援するに当たり、連盟が事業主体となり、各国赤十字

社が資金的、人的に連盟をサポートする「マルチ」と、各国支援赤十字が被災国の赤十字

を直接支援する「バイ」の枠組みがある。「マルチ」だと日赤の顔が見えなくなる。一方、

「バイ」だと全て自前でやることになる。

日赤はこれまでも、ボランティアを活かした地域レベルの保健衛生活動を得意としてきた。

しかし、ハード事業の経験は浅く、また、カリブ海に浮かぶフランス語圏での経験もなかった。

当時、連盟の首席代表はMarcel Fortierという男で、彼と私は1980年にタイ・カン

ボジア国境で共に働いた間柄。私は彼に、これまで赤十字の世界で全く試されたこと

のない、マルチとバイを組み合わせた、いわゆるハイブリッドの支援枠組みを提案した。 

それは ①日赤が主導してプログラムの策定に当たる

 ②必要な資金は日赤が全額負担

 ③ソフト面（保健、手洗い指導）に必要な人員は日赤が連盟に出向させる

 ④事業実施は連盟が責任を持つ（日赤は事業モニター）

 ⑤ハード面（水・トイレ）に必要な人員は連盟が雇用する

この枠組みだと、連盟の持つサポート機能（総務、会計、ロジ、セキュリティーなど）を

活かせ、日赤の得意分野での人員も送り込める、そして、何より日赤の支援事業としてのビ

ジビリティーを確保することができる。日赤はその後、ハイチで7年以上にわたり活動を続け

ることになった。

給水所で水を飲む少年 ©Fuminori Sato/日本赤十字社 正しい衛生行動について学ぶ児童たち©Keiichiro Asahara/日本
赤十字社

「ハイチ復興事業」

元日本赤十字社事業局国際部国際支援統括監　粉川直樹
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1周年広告

3周年
広報

日赤は、2010年1月13日からハイチ大地震被災

者支援のための海外救援金を募集し、その総額は

21億6,207万6,041円に上りました。

日赤は、支援活動をより詳しく理解していただく

ため、これまでにさまざまな広報活動を行ってきま

した。急性期の中、ERU第1班帰国直後の2010年

2月23日、日赤本社で帰国報告会を開催しました。

また、支援をいただいた法人、団体、個人の方々に

は、日赤の海外救援・復興支援事業活動報告パン

フレット「きもちのしるし」を2010年、2011年、

2015年、2016年、2018年にお送りしました。震災

1周年には新聞広告を掲載、また3周年には報告パ

ンフレットを郵送して進捗を報告しました。

その他、メディアからの取材、日赤のホームペー

ジや新聞媒体において、活動報告をしました。

2016年10月のハリケーン「マシュー」上陸直後

には、広報担当要員を派遣し、活動記録として撮影

してきた動画をインターネットで配信しました。

ハイチ：コレラ予防のための衛生促進事業

2月 23日の帰国報告会の様子 ©日本赤十字社

ハイチ：ハリケーン「マシュー」の被害状況と救援

2011年 1月 12日 記事体広告にて掲載 ©日本経済新聞社 

ハイチ大地震復興救援金にご寄付いただいた方々に郵送で活動報告を実施した

報告会

動画
配信

小笠原 佑子
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赤十字新聞関連記事一覧

日赤発行の
広報物

発行日 号数 タイトル

2010年2月1日 837 ハイチ大地震　南北アメリカ史上最大の被害　世界中の赤十字が結束

2010年2月1日 837 ハイチ大地震　医療支援をもっと　関塚美穂看護師（名古屋第二赤十字病院）が報告

2010年3月1日 838 ハイチ大地震　日赤医療チーム　被災者支援に力を結集

2010年3月1日 838 ハイチ大地震　「幅広い医療支援が必要」日赤国際部粉川直樹参事に聞く

2010年4月1日 839 ハイチ大地震　「かわいそう」と言わせない強さに望み

2011年1月1日 848 ハイチ大地震から1年　被災地はいま

2011年7月1日 854 ハイチのコレラ救援　日赤医療チームが半年間の活動を終了

2011年10月1日 857 ハイチ被災地で健康ボランティア育成中

2012年2月1日 861 ハイチ大地震から2年　より良い地域を目指す赤十字ボランティア　日赤支援で育成中

2012年11月1日 870 ハイチ特別リポート　生活改善へ芽生えたコミュニティーの自覚

2013年10月1日 881 ハイチ大地震復興支援事業　住民が担い手となる疾病予防活動へ　600人のボランティアを育成

2016年11月1日 918
人道支援の現場から（4）小笠原佑子（連盟・ハイチコレラ衛生促進事業）「誰かの思いがやがて形になり、人々
を笑顔に」

2016年12月1日 919 ハイチ・ハリケーン被害　廃墟の中、懸念されるコレラ感染の拡大

ハイチ大地震復興支援事業

日赤が保健事業に取り組むのは、震源
地に近い小さな町レオガン。自然が豊かな
山間部の地域です。しかし雨期（２～６月）
やハリケーンシーズン（７～11月）には、
川の氾濫や道路冠水が発生。安藤看護師
は「ゴミのポイ捨てが人々の習慣になって
いるため、水がたまるとすぐに蚊などの虫
が発生し、マラリアやデング熱の感染が広
がってしまいます」と問題点を指摘します。

この事業では、蚊帳を配付するなど感
染予防の対策を講じるとともに、トイレや
水汲みなど保健衛生に関わる生活習慣の
改善を促します。その活動の担い手とな

2004 年のスマトラ島沖地震・津波災
害で大きな被害を受けたインドネシア。地
震だけでなく、129カ所の活火山による
噴火リスクを抱えているほか、洪水も頻発
しています。

災害への脆
ぜい

弱
じゃく

性
せい

を草の根レベルで軽減
していくため、インドネシア赤十字社（イ
ンドネシア赤）が取り組んでいるのが地域防
災 事 業 (Integrated Community Based 

るのが、地域で募ったボランティアたち。
一連のトレーニングを受けた後、家庭訪問
やグループセッションで健康相談を行った
り、保健情報を提供したりします。
  「この事業では600人のボランティア育
成を目標に掲げていますが、その数はす
でに560人に。『地域の健康を守るため
に本当に役立っている』という声が聞かれ
ます。ボランティアの中には、引っ越しや
学業を理由に活動を休止する人もいます
が、『レオガンに戻ったら、必ずボランティ
アを再開する』とうれしい言葉を残してく
れる人も少なくありません」

Risk Reduction＝ ICBRR）です。ジャワ
島西端のバンテン州の６つのコミュニ
ティーを対象に、①地域の災害リスクを住
民同士で話し合う場の設置 ②ハザード
マップの作成 ③避難訓練や救急法講習の
実施 ④草の根防災ボランティアの養成な
どを行っていきます。

インドネシア赤の州・市・県支部が将来
にわたって事業を継続し、対象コミュニ

　ハイチ大地震から３年半。復興支援に向けたさまざまな取り組みの一つとして日本
赤十字社が支援しているのが、脆弱な保健衛生環境の改善です。国際赤十字・赤新月
社連盟（IFRC）と共同で住民参加型の健康や衛生に関する保健事業（Community 
Based Health and First Aid：CBHFA）を展開しています。2012年９月から現地
で活動を続けてきた大阪赤十字病院の安藤享

きょう

子
こ

看護師に活動の現状を聞きました。

　災害多発国として知られるインドネシア。日本赤十字社は2012年9月より駐在
員を派遣し、同国の赤十字社が取り組んでいる草の根防災事業を支援しています。
支援開始から１年間にわたり現地へ派遣され、事業の準備に取り組んできた吉田祐
子駐在員に話を聞きました。

戦争のルールを定めた国際人道法の順守
義務は国と個人の両方にある。そして条約

締約国には国際人道法に違反した個人、つまり戦
争犯罪人を処罰することが義務づけられておるん
じゃ。この「個人の処罰」という考え方は、第２次
世界大戦後にナチスの戦争犯罪を裁いたニュルン
ベルク軍事裁判で確立された。国際人道法という
国際社会のルールでも個人が処罰されるという考
えは、当時としては画期的なことだったんじゃよ。

窃盗や殺人などの犯罪抑止に警察や司法
の力が不可欠なように、違反行為（戦争犯

罪）の抑止には国際社会による圧力が重要じゃ。
1990年代のルワンダ紛争や旧ユーゴ紛争では、
国連主導で戦争犯罪人を罰する裁判所が設置さ
れ、重大な違反を犯した政治家や軍人に処罰が下
された。2003年には国際刑事裁判所がオランダ
のハーグに常設されるなど、戦争犯罪を許さない
国際的な仕組みは少しずつ前進しておるんじゃ。

国際人道法を守る義務は
誰にあるの？

違反行為を抑止するには
何が重要なの？ 

教えて！
国際人道法

IHL（International Humanitarian Law＝国際人道法）博士が
国際人道法の疑問に答えます。

違反したら罰則があるの？今月の
疑問

　「蚊帳の中は暑いけど、マラリアになら
ないためには我慢するんだよ！」。５歳の
女の子がみんなの前で話をします。紙芝居
を使った健康促進活動は子どもたちに大
人気。「みんな目を輝かせて聞いてくれま
す。活動が徐々に定着してきていることを
実感できる一コマです」（安藤看護師）

しかし課題も残されています。自立に向
けた人々の意識です。ある地域の代表は

日赤への感謝と同時に「自分たちでも何か
したいが、物品などの助けがないと難し
い」と話します。こうした声に対し安藤看
護師は「地域環境の改善や病気の予防に
は、普段からの心がけや行動も大切。支
援に頼らずに自立していくには、根本的な
意識改革が必要です」と訴えます。

CBHFA は来年いっぱい継続していく予
定で、今後は、現地スタッフやボランティ
アの自立性、持続力を養うことにも力を注
いでいきます。

ティーを拡大していくことも重要です。吉
田駐在員は「６つのコミュニティーだけで
は、防災力向上は“点”に過ぎません。イ
ンドネシア赤が能力を強化し、対象コミュ
ニティーを拡大して初めて、地域防災強化
が実現できます。そのためには、地域行
政との協働も課題です」と話します。この
ため初年度は、事業を進めるための下準
備に多くの時間が費やされました。

スマトラ島沖地震・津波復興期より始
まった ICBRR ですが、バンテン州での実
施は初めて。このため、実施主体となる支
部の理解の向上、実務及び実施能力向上の
研修から事業が始まりました。

日赤は、インドネシア赤の災害管理、会
計、人事、組織能力強化の各部署と連携し
ながら、支部への技術支援を通し、間接的
に草の根防災に取り組みます。

吉田駐在員は「他地域で行った同様の事
業でもそうでしたが、住民が防災事業に寄
せる期待と関心はとても高いんです。とこ
ろが、事業の継続と近隣コミュニティーへ
の拡大はそう簡単ではありません。息の長
い取り組みが必要で、３年間の事業期間が
予定される ICBRR はその第一歩に過ぎま
せん」と指摘します。

日赤は現地に駐在員を派遣するなど支援
を継続していきます。

じゃくぜい

住民が担い手となる疾病予防活動へ
600人のボランティアを育成

今月の一枚--写真で振り返る赤十字--
昭和39年（1964年）に東京で開かれた「国際身体障害者ス
ポーツ大会」で海外選手の通訳を行う赤十字語学奉仕団

東京オリンピックに続いて開かれた「国際身体障害者スポーツ大会（東京パラリ
ンピック大会）」が結成のきっかけとなった赤十字語学奉仕団。160人のボラン
ティアが、競技参加者の出迎え、滞在中の生活、通訳、帰国を支援しました。

紙芝居を使った衛生教育。「自分たちの地域は自分たちで守る！とい
う意識を持ってもらわないと」とハイチ赤十字社のスタッフ

蚊帳はこれまでに1万7172張が配
られ、使用率は80.4％まで向上

「住民から話を聞くことはとても重要」と話す吉田駐
在員（写真左）

インドネシア

ハイチ

自立に向けた意識改革を

持続性の視点から

インドネシア

災害リスク軽減へ住民自らが行動を
地元赤十字とともに行う地域防災事業

（第三種郵便物認可） 赤十字 NEWS （8）第881号 WORLD平成25年10月1日（毎月1日発行）

赤十字新聞 838号（2010年 3月）

赤十字 NEWS 881号 （2013年 10月）

赤十字新聞 837号（2010年 2月）

日赤が発行する赤十字国際ニュースや赤十字新聞などで、

発災直後の被災状況や救援・復興支援事業の進捗を報告してきました。連続広告

ハイチ大地震の災禍を乗り越えて 
赤十字の復興支援活動 
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手洗い指導を行う松近看護師 
（日赤和歌山医療センターより派遣） 

手洗い指導の授業を待つ小学生 道路脇にはゴミの山、衛生環境は悪い ポンプ井戸に集まる子どもたち 

　
そ
ろ
い
の
制
服
に
身
を
包
ん
だ
小
学
生
た
ち
が
楽
し
げ
に〝
手
洗
い

の
歌
〞を
歌
う
。
教
壇
の
前
で
は
日
本
赤
十
字
社
の
ス
タ
ッ
フ
と
小
学
生

が
手
洗
い
の
競
争
中
。
歌
が
終
わ
る
と
同
時
に
小
学
生
が
競
争
に
勝
つ

と
、
教
室
内
は
大
き
な
歓
声
に
包
ま
れ
た
。 

　
首
都
西
方
の
都
市
レ
オ
ガ
ン
は
震
源
地
に
近
く
、
家
屋
の
８０
％
が
倒

壊
す
る
な
ど
大
き
な
被
害
を
受
け
た
。
１１
月
初
旬
の
ハ
リ
ケ
ー
ン
で
は

町
中
が
洪
水
に
見
舞
わ
れ
た
。
こ
の
地
で
衛
生
普
及
活
動
を
担
当
す

る
松
近
真
紀
は
「
地
震
で
安
全
な
水
を
手
に
入
れ
る
こ
と
が
難
し
く

な
っ
て
い
る
。
衛
生
観
念
を
普
及
さ
せ
る
こ
と
は
非
常
に
大
切
」
と
語

る
。
先
の
小
学
校
で
の
風
景
も
普
及
活
動
の
一
環
だ
。 

　
日
赤
で
は
地
震
後
、
現
地
で
１
０
０
人
の
衛
生
普
及
員
を
育
成
し

た
。
彼
ら
は
地
域
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
で
、
１７
の
避
難
民
キ
ャ
ン
プ
で
衛
生

に
関
す
る
知
識
を
人
々
に
教
え
て
い
る
。
キ
ャ
ン
プ
で
病
気
が
発
生
し

た
場
合
も
彼
ら
を
通
じ
て
す
ぐ
に
赤
十
字
に
情
報
が
伝
え
ら
れ
る
。

「
こ
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
あ
る
か
ど
う
か
は
大
き
な
違
い
。
ハ
イ
チ
国
内

で
コ
レ
ラ
の
感
染
が
確
認
さ
れ
て
か
ら
、
い
ち
早
く
情
報
収
集
し
予
防

に
関
す
る
知
識
の
伝
達
が
で
き
た
」
と
松
近
は
胸
を
張
る
。
地
域
の
健

康
を
守
る
の
は
自
分
た
ち
、
そ
の
意
識
が
少
し
ず
つ
レ
オ
ガ
ン
に
も
根

づ
き
始
め
て
い
る
。 

子
ど
も
に
衛
生
的
な
環
境
を
 

地
道
な
疾
病
予
防
活
動
 

歌
を
歌
い
な
が
ら
、手
洗
い
を
楽
し
く
覚
え
て
も
ら
う（
撮
影
‥
日
本
経
済
新
聞
社
編
集
局
写
真
部
浅
原
敬
一
郎
） 

2010年1月12日
（日本時間13日）、
ハイチでM7.0の地
震が発生。死者22
万人以上、負傷者
30万人以上、倒壊
家屋は約18万8,000戸に上った。現在も
約130万人がテントで避難生活を送って
いる。10月にはコレラが発生し、ハイチ全
土に被害が広がった。 
　日本赤十字社は、寄せられた救援金21
億円を活用し、地震直後から6カ月間は医
療チームによる支援を実施。現在は、保健、
給水、衛生分野など、生活再建に向けた支
援を3年間の予定で行っている。また11月
からはコレラ対応の医療支援も始まった。 

ハイチ大地震復興支援の概要 

Build Back Better（地震前より良い状態へ）を目指して 

ポルトー 
プランス 

ハイチ 

震源 
レオガン 

　緊急を要する救援金募集のほか、日本赤
十字社では毎年12月に、紛争被害者支援
や長期的な開発協力のために、義援金を募
集しています。受付は全国の郵便局および
ゆうちょ銀行直営店、取り扱いのある金融機
関、NHK、日本赤十字社で。 

企画・制作＝日本経済新聞社 広 　 告 

日赤緊急医療ユニットの横江正道医師 
（名古屋第二赤十字病院より派遣） 

コレラ治療センターは24時間体制で対応 重度の脱水状態に陥った患者の手 感染者の出たキャンプでの消毒作業 

　
今
年
１
月
の
大
地
震
発
生
か
ら
復
興
に
向
か
っ
て
い
た
ハ
イ
チ
に
、

新
た
な
問
題
が
浮
上
し
た
。
１０
月
に
北
部
で
流
行
し
た
コ
レ
ラ
が
全
土

に
ま
ん
延
し
、
１
8
０
０
人
を
超
す
死
亡
者
を
出
す
事
態
と
な
っ
た
。 

　
い
ま
だ
約
１
３
０
万
人
も
の
被
災
者
が
キ
ャ
ン
プ
な
ど
の
劣
悪
な
環

境
で
暮
ら
す
ハ
イ
チ
。
コ
レ
ラ
に
感
染
し
た
と
自
覚
で
き
ず
病
院
に
行

く
の
が
遅
れ
て
重
症
化
し
た
り
、
交
通
の
便
が
悪
い
山
間
部
で
は
病
院

に
行
け
な
い
ま
ま
亡
く
な
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。 

　
日
本
赤
十
字
社
は
、
こ
の
緊
急
事
態
に
あ
た
っ
て
E
R
U
（
緊
急
対

応
ユ
ニ
ッ
ト
〜
大
規
模
災
害
発
生
時
に
緊
急
出
動
可
能
な
専
門
家
チ
ー

ム
及
び
資
機
材
）
を
ハ
イ
チ
に
派
遣
。
メ
ン
バ
ー
の
横
江
医
師
は
「
コ
レ

ラ
の
治
療
に
は
ま
ず
脱
水
症
状
を
止
め
る
た
め
に
経
口
補
水
塩
の
摂

取
が
必
要
」
と
語
る
。
ま
た
地
元
の
医
師
や
看
護
師
が
適
切
な
治
療
・

保
健
衛
生
体
制
を
確
立
す
る
こ
と
も
重
要
だ
。
そ
の
た
め
現
在
、
コ
レ

ラ
治
療
セ
ン
タ
ー
の
増
設
に
向
け
奮
闘
し
て
い
る
。
E
R
U
は
震
災
直

後
か
ら
６
カ
月
で
６６
名
が
現
地
入
り
し
て
活
動
し
た
実
績
が
あ
る
が
、

今
再
び
ハ
イ
チ
で
日
赤
の
E
R
U
が
必
要
と
さ
れ
る
時
が
き
た
。 

　
赤
十
字
は
ハ
イ
チ
各
地
で
展
開
す
る
医
療
支
援
を
含
め
、
対
策
に

有
効
な
衛
生
教
育
に
も
力
を
入
れ
る
な
ど
、
コ
レ
ラ
と
の
新
た
な
闘
い

に
挑
ん
で
い
る
。 

コ
レ
ラ
が
全
土
に
拡
大
 

震
災
後
の
新
た
な
闘
い
 

赤
十
字
の
コ
レ
ラ
治
療
セ
ン
タ
ー
で
、手
当
て
を
受
け
る
4
歳
男
児
　（
撮
影
‥
日
本
経
済
新
聞
社
編
集
局
写
真
部
浅
原
敬
一
郎
） 

（
※
1
） 

（
※
1
　
12
月
7
日
ハ
イ
チ
政
府
発
表
） 

2010年1月12日
（日本時間13日）、
ハイチでM7.0の地
震が発生。死者22
万人以上、負傷者
30万人以上、倒壊
家屋は約18万8,000戸に上った。現在も
約130万人がテントで避難生活を送って
いる。10月にはコレラが発生し、ハイチ全
土に被害が広がった。 
　日本赤十字社は、寄せられた救援金21
億円を活用し、地震直後から6カ月間は医
療チームによる支援を実施。現在は、保健、
給水、衛生分野など、生活再建に向けた支
援を3年間の予定で行っている。また11月
からはコレラ対応の医療支援も始まった。 

ハイチ大地震復興支援の概要 

　緊急を要する救援金募集のほか、日本赤
十字社では毎年12月に、紛争被害者支援
や長期的な開発協力のために、義援金を募
集しています。受付は全国の郵便局および
ゆうちょ銀行直営店、取り扱いのある金融機
関、NHK、日本赤十字社で。 

ポルトー 
プランス 

ハイチ 

震源 
レオガン 

企画・制作＝日本経済新聞社 広 　 告 

Build Back Better（地震前より良い状態へ）を目指して 

ハイチ大地震の災禍を乗り越えて 
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写真上：レオガンで感染症予防の方法を伝える集会の後、蚊帳などを配る日赤看護師たち©Fuminori Sato/日本赤十字社
下：レオガンで建設したトイレを利用する住民。レオガンでは、トイレにアクセスができる人が極めて少なかった©Fuminori Sato/日本赤十字社

赤十字国際ニュース関連記事一覧

 
 
 
 

■ ハイチ大地震 ～発災から 年を迎えて～

年 月 日に発生したハイチ大震災

から早 年が経ちます。首都を中心に、人

口の 分の に当たる約 万人が被災し、

約 万戸の家屋が倒壊、約 万 人が

死亡した未曽有の大災害でした（ ）。

また 年 月にはコレラが大流行しま

した。それまで何十年も発生していなかっ

たコレラが一気に全国に広がり、約 万人

が感染、約 人が死亡するという事態に

発展しました。

■ もうトイレに一人で行けるよ！

日本赤十字社（以下、日赤）は、皆さまからいただいた 億 万円の支援金をもと

に、地震発生翌日から現地入りし、被災した計 万 人への治療などの緊急対応を開始

しました。その後も復興支援として地震の被害の大きかった西県レオガンで、トイレや給

水施設などの建設とその正しい使い方を伝えて衛生促進を行う給水衛生事業、また、現地

ボランティアを育成し、家庭訪問などを通じてマラリアやコレラなど感染症の症状とその

応急処置法や予防方法を伝えるなどの保健事業という 本柱で活動を展開しました。

「ぼくは、以前は家から離れた広場に（用を足しに）行っていたの。夜、外に行くのは

とっても怖かったんだ。だけど、今は近くにトイレがあるからとってもうれしい」と 歳

のケレン・モナゼくんは喜びを語ってくれました。

ハイチでは、きれいな飲み水を手に入れ

ることのできる人口の割合は、全国では 、

農村部だけで見ると と半分以下という厳

しい状況であり（ 年 ）、まだ川の

水を生活用や料理、飲料に使うことも多くあ

ります。設備されたトイレを使用できる人の

割合は、全国では 、農村部ではわずか

でした（ 年 ）。被災したために生

活が安定しない、仕事が見つからないなどの

人びとの不満や失望感が募ると、治安が不安

定になることがあります。そのため、女性や子どもにとって暗い夜中に、遠方まで歩いて

日本赤十字社 国際部
東京都港区芝大門

年第 号 年 月 日
（ 通巻 第 号 ）赤十字国際ニュース

 

（写真）ハイチ大地震発生当初、けがをした赤ん坊を抱

く赤十字スタッフ（2010 年 1 月撮影））© IFRC 

（写真）正しい手洗いやトイレの使い方を学び、感染

症を予防します（2012 年 9 月撮影）© Fuminori Sato 

ひょうたんの木の下での啓発イベントに集まる村人たち

と盛り上げるコミュニティー・ファシリテーターたち

ロバとともに移動する人

 
 
 
 

■ ハイチ：手洗いでコレラを予防しよう

日本赤十字社（以下、日赤）は、ハイチ中央県南部でコレラ予防啓発とコレラ発生時

の対応チームの育成を支援しています。

■ 村々をめぐり、手洗いの大切さを伝える活動

日赤は、中央県南部のサバネットとコロ

ンビエという地域で 年 月から、コ

レラ予防のための衛生促進活動を実施し

ています。これらの地域はインフラが未整

備であることが多く、人びとは川の水を料

理や洗濯に使い、ロバで移動しています。

トイレを使うという概念がない人も多く、

道でそのまま用を足している姿もよく目

にしました。

衛生促進活動では、経験のある現地看護

師が、コミュニティー・ファシリテーター

と呼ばれれる各村のボランティアに衛生

啓発を訓練。村の人びとに手洗いの大切さや正しい手の洗い方、感染症の恐ろしさなど

を、デモンストレーションや寸劇をとおして伝えます。

各村のボランティアを研修するといって

も、ロバでしか行くことのできないような

悪路、橋のない大きな川や山を越えて何時

間もかけて訪問する村もあります。衛生啓

発活動の大切さをを村長や村人に説明し、

ボランティアを募って村人たちに研修を行

うのは大変な道のりです。しかし、毎日順

番に村々を回り、伝え続けることにより、

人のコミュニティー・ファシリテータ

ーが研修を終え、 万 回の家庭訪問を

実施しました（ 年 月末現在）。コミ

ュニティー・ファシリテーターたちも徐々

に経験を積むことで自信を得、村の人びと

に受け入れられるようになり、手洗いのデ

モンストレーションもスムーズに行えるよ

うになっています。

日本赤十字社 国際部
東京都港区芝大門

年 第 号 年 月 日
（ 通巻 第 号 ）赤十字国際ニュース

 

看護師が、コミュニティー・ファシリテーター希

望者たちに研修を行っている（ 年撮影）

地元看護師からファシリテーターの証であるビブ

スを着せてもらう住民

参加者を盛り上げながら手洗いについて伝えるフ

ァシリテーターと地元看護師（ 年撮影）

 
 
 

■ ハイチ：長期的な活動が生んだタカラ

月 日、ハイチでは大地震から 年目を迎えました。日本赤十字社（以下、日赤）

は発災直後から現地に入り、緊急救援段階では日赤の医療従事者を含むチームから成る

緊急対応ユニットを カ月交代で 班派遣しました。復興支援では、地震の被害の大き

かった西県レオガンにて、トイレ建設や手洗い指導などを中心とした地域住民参加型保

健事業（以下、 ）を展開しました。地震直後のハイチでは、国全体でトイレのあ

る家庭は 、田舎では のみであり（ 年 発表）、衛生促進は必須でした。

年 月から全国でコレラ感染が大流行

し、その後も終息しなかったため、 年

月から昨年 月末まで、ドミニカ共和国との

国境付近にある中央県下部にあるサヴァネッ

トとコロンビエという地域（コミューン）でコ

レラ予防のための衛生促進を中心とした

を実施しました。その活動で活躍したのが、レ

オガンでの活動時から赤十字の で働く

地元看護師たちです。

■ 自分たちの村を良くしたい

では、日赤の要員など専門的な知識を

持った国際スタッフが、まず地元の看護師など

専門家に広い保健の知識、さらにその地域で特

に問題となっている健康課題に関する知識や

対処法について研修をします。ハイチの場合は、

感染症、特にコレラが大きな課題であったため、

その予防となる手洗いや正しい水の処理の方

法、また下痢の症状を見る知識や経口補水液

を飲むことの重要性を伝えることが急務

でした。

研修を受けた地元看護師たちが、さらに事

業対象地域の村々に、ボランティアで活動を

一緒にしてくれるコミュニティー・ファシリ

テーター（以下、ファシリテーター）を募り、

彼らに知識や手法を伝え、一緒に住民たちに

手洗いなどを伝えて回ります。

日本赤十字社 国際部
東京都港区芝大門

年 第 号 年 月 日
（ 通巻 第 号 ）赤十字国際ニュース

 

発行日 号数 タイトル

2010年1月13日 782 （速報）ハイチでM7.3の地震：日赤職員を現地に緊急派遣

2010年1月14日 783 （速報2）ハイチ地震：赤十字による救援活動が本格化

2010年1月15日 784 （速報3）ハイチ大地震：日赤から基礎保健 ERUの派遣決定

2010年1月17日 785 （速報4）ハイチ大地震：国際赤十字が約100億円の緊急アピールを発表

2010年1月18日 786 （速報5）ハイチ大地震：日本赤十字社の職員が被災地に到着

2010年1月20日 787 （速報6）ハイチ大地震：国際赤十字の安否調査活動

2010年1月22日 788 （速報7）ハイチ大地震：日本赤十字の医療チームが支援活動を開始

2010年1月25日 789 （速報8）ハイチ大地震：国際赤十字：世界中からの支援を、より早く確実に被災者へ

2010年1月28日 790 （速報9）ハイチ大地震：始動した日赤の仮設診療所

2010年2月3日 791 （速報10）ハイチ大地震：急がれる住環境改善に向けての支援

2010年2月12日 792 （速報11）ハイチ大地震：発生から1カ月：求められる継続的な支援

2010年2月26日 795 （速報12）ハイチ大地震：日赤医療チーム、第1班の帰国報告会を開催

2010年3月29日 802 （速報13）ハイチ大地震：日赤の医療チーム第2班の報告

2011年1月12日 856 ハイチ大地震から1年：赤十字の支援活動

2011年7月8日 880 ハイチ：医療チームが7カ月間にわたるコレラ救援活動を終了

2011年10月25日 896 ハイチ大地震復興支援：健康ボランティアの活動現場からの報告

2012年1月13日 908 ハイチ大地震から2年：震災を機に、よりよい地域づくりを目指して

2012年4月27日 921 ハイチ大地震被災者支援：各給水所に水委員会を設置

2012年6月29日 928 子どもたちの力が地域を変える：ハイチでの衛生教育

2012年8月31日 936 ハイチ大地震復興支援：保健ボランティアが地域の健康増進に奔走

2012年10月26日 944 ハイチ共和国：フォトジャーナリストが見た、日赤の復興支援事業

2013年1月11日 955 ハイチ大地震から3年：いのち守れる土台づくりを

2013年5月17日 972 ハイチ大地震被災者支援：地震からの復興継続。保健ボランティアを育成中

2013年7月12日 979 ハイチ大地震被災者支援：厳しい医療事情の中、母子保健支援を継続中

2013年9月20日 989 ハイチ大地震被災者支援：母子保健活動を通じて子どもたちの成長をサポート

2013年12月6日 1007 ハイチ大地震被災者支援：「世界エイズデー」～差別をなくそうZero Discrimination!～

2014年8月26日 1067 ハイチ大地震被災者支援：保健ボランティアの機転で守られる地域の健康

2015年1月9日 1086 ハイチ大地震：発災から5年を迎えて

2016年1月18日 1150 ハイチ：手洗いでコレラを予防しよう

2016年3月9日 1156 ハイチ：増加するコレラへの対応

2017年1月16日 1204 ハイチ：長期的な活動が生んだタカラ

赤十字国際ニュース 1086号（2015年 1月 9日）、1150号（2016年 1月 18日）、1204号（2017年 1月 16日）
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ハイチ大地震復興支援事業

ハイチで未曽有の大地震が起こり、急性期には最も被害の大きかったポルトープランスおよび

レオガンで活動を実施しました。その後、復興期においては、レオガンに残り、地元コミュニティー

のレジリエンスを強化するため、地元の人々を保健ボランティアとして育成し、保健メッセージ

を地域に伝える保健事業および、給水所やトイレの正しい使い方を伝えながらそれらを建設する

給水・衛生事業を実施しました。

ハイチ大地震復興支援事業およびコレラ予防の

ための衛生促進・対応事業が終了するに当たり、日

赤が連盟を通じて支援した事業が、被災地の復旧・

復興にどのような成果を残したのかを客観的に検証

し、事業の実施を通じて得た教訓や提言を取りまと

めるため、事業の振り返りとして2014年11月から

12月（大地震復興支援）および2016年4月（コレ

ラ予防のための衛生促進・対応事業）に外部コン

サルタントによる事業終了時評価を実施しました。

評価は、事業に関する文献調査、関係者への聞き

取り調査、現地でのインタビュー調査、現地視察、

アンケート等の結果から得られた情報を分析し行わ

れました。

以下は、日赤が連盟を通じて支援した保健／給水・

衛生事業およびコレラ予防のための衛生促進・対応

事業に関する事業終了時評価報告書の要約です。

• Relevance and Appropriateness （妥当性と適切性）

急性期に、日赤の支援したレオガンにおける保健／給水・衛生事業については適正であると評

価される。具体的には、最も脆弱な人々に対してアプローチしたこと、給水システムやトイレに

アクセスできる人が極めて少ない中における給水・衛生および感染症予防を主にした保健の分

野を扱う、というニーズに対応した事業内容であったこと、事業対象地の選定が適切であったこ

とが評価される。また、2010年7月から2011年3月にかけて、コレラの流行などの突然の状況変

化への対応などを含めた対応は適切であった。

他方、給水・衛生の活動においては、古くからある連続性のあるアプローチよりも、その場そ

の場で給水所やトイレを設置し、衛生促進を実施するアプローチであったため、保護、ジェンダー

への配慮、脆弱な人々へのアプローチという観点は不足していた。

保健事業については、地域参加型保健衛生活動（CBHFA：Community Based Health and First 

Aid）というのはハイチの過疎地においてコミュニティーが自ら病気を予防できるという点にお

いては適切なアプローチである。活動内容をもっと住民主体でデザインできると、よりニーズに

沿った活動内容になったと思われる。また、CBHFAという「予防的」アプローチにおいては、「治

療」を他に委ねるため、近隣で無料にてサービスをしていた他団体の病院への照会・搬送はあっ

たものの、そのサービスが終了すると、地元住民は「治療」できる機関へのアクセスが確保でき

なくなるため、保健ボランティアたちと現地行政の公的な保健サービス（保健所や保健師たち）

との連携の構築が必要である。

外部コンサルタントによる事業終了時評価

日赤の支援で作られたレオガンの給水所
©Fuminori Sato/日本赤十字社

レオガンのラジオ放送で感染症予防を呼びかける赤十字看護師とボランティア©Fuminori Sato/日本赤十字社
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• Effectiveness （有効性）

本事業で支援された人数は、給水・衛生事業で1万9,557世帯（9万7,785人）、保健事業で1万

313世帯（4万850人）と非常に多く、特に給水と保健事業においては非常に有効であると評価できる。

保健ボランティアの育成やコミュニティー間のネットワークの立ち上げ等、保健事業において有

効な結果を得られたといえる。また、事後調査（エンドライン調査）において、母子保健、予防接種、

家族計画に関する知識や行動に良い結果が見られたことから、事業は有効であったといえる。

一方、給水・衛生事業については課題が残り、①給水所の設置について、一部の給水所で水質

検査が実施されていない点、②給水量が住民に知らされず、1人1日どのくらいの水をくめるか

が分からないまま使われていた点、③2013年の調査において子どもたちの30％がいまだに野外

で排泄をしており、4つに1つのトイレが壊れているとされていたことから、設置されたトイレの

一部が利用・修理しにくい状況にあったと思われる点、④アクアタブやせっけんの配付数が十分

でなかった点、また、⑤2013年9月に対象地でコレラが流行した点から、有効性に一部課題が残る。

• Impact（影響）とEfficiency（効率性）

事業対象地域、とりわけ連盟が直接関わった地域では、住民に多大な良い影響が及ぼされた。

一方で、連盟の関わりが少なかった地域においては、批判的な声が聞かれた。しかしながら、住民

が衛生や保健の大切さを理解したことは、本事業の大きな成果である。なお、事業の効率性につ

いては、特に給水・衛生事業の初期において、水・衛生のニーズに合う最適な戦略がとれていな

かった点や、住民が懸念する健康に関する優先事項が部分的にしか満たされていなかった点など

が課題と考えられる。

• Sustainability（維持継続性）

事業実施中に700人以上の保健ボランティアを育成し、事業終了時に580人が活動を継続して

いたこと、また、地元住民から保健ボランティアを募り育成したことで、事業終了後もその地に

住み続ける彼ら住民を通じて研修で学んだことを伝え続けられるということは、維持継続性が高

く、評価に値する。給水ポンプやトイレのメンテナンスが住民だけでは困難な状態にもかかわら

ず、今後の活動の継続に関してはほとんどハイチ赤十字社に運営が委ねられる構造のため、維持

継続性は中程度であるといえる。

• スフィア・スタンダードなど国際基準を満たすことをより強く意識して事業を組み
立てること。

• 復興期の保健事業は、活動計画を主導に実施したため、現地状況にもとづく計画性、
コーディネーション、運営に困難が見られた。

• レオガンやハイチの事情が完全に国際基準に適合させることが難しい場合でも、ど
うにかスフィア・スタンダード等に合わせられないか方法を模索する。

• 建設したトイレについては、その後の継続についてより考えなければならない。特
にそれらが排泄物で満たんになった際、コミュニティーと共に、どのように処理す

るかを学び、対処方法を確立しておく。

• CBHFA活動は「研修の実施」を目的として展開するのではなく、「研修実施後の
地域での活動」に主眼を置いて展開されなくてはならない。CBHFAの手法は「予
防的側面」と「治癒的側面」の両方のバランスが考慮されて初めて有効となる。また、

（直接的な介入であれ、他の組織との連携であれ）脆弱なグループのニーズを網羅

することに焦点を当てながら最低限のサービス提供を実施する介入であれば、より

有効な結果が得られる。

• 事業終了後もCBHFA指導者への講師研修を準備し、少なくともハイチ赤十字社
各支部に1回の指導者向け研修が保障されるようにすべきである。また、研修を受
けた保健ボランティアは、条件に合えば正規の赤十字ボランティアに登用される機

会を得られるべきである。

提言

教訓

地域で保健ボランティアになり、正しい衛生行動や病気の見分け方、病気の予防方法について研修を受けて学ぶことは、住民たちにとって誇り高い活動である
©Keiichiro Asahara/日本赤十字社
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• 衛生行動を変えるのは容易ではなく、変えるのに一番大きな障害となるのは人々の
考え方。何かを与えることではなく、何度も何度も同じことを伝え続けることが大

切である。

• 保健ボランティアになるには、フランス語を読むことができ、クレオール語の読み
書きができなければならない。それは、CBHFAの教科書を読むことができず、研
修に合格できないからである。そのため、識字のない女性が不合格になるケースが

あり、家事や育児で感染症に暴露するケースの高い女性がより脆弱である可能性が

判明した。

• 衛生促進の方法は、戸別訪問、学校や教会での集会などがあるが、戸別訪問が最も
メッセージが伝わりやすい。ただし、一度で全ての行動が変容するわけではなく、

やはり何度も足を運んで正しい行動について伝える必要がある。

• 育成した保健ボランティアと地元の保健行政とをつなぎ、事業終了後も活動が継続
されるような強い体制を築くべきである。

• コレラ保健衛生に関する保健ボランティアの育成に、識字のない人たちでも学べる
方法を模索するべきである。

• コレラ対応のボランティアは、他団体のコレラ対応チームと協力できるような体制
を作ってもらい、保健省や委員会などほかの団体との長期的な関係を築けるように

しておくべきである。

教訓

提言

中央県の小学校で衛生教育を行う赤十字看護師 ©日本赤十字社

コレラ予防のための衛生促進・対応事業

2013年に連盟が発表したコレラ蔓
ま ん

延
え ん

に対する緊急アピールに対して、復興支援においてレオ

ガンで実施してきた保健事業のノウハウを使って、脆弱とされる中央県下部で同様の保健事業を

実施し、コレラを予防する知識と行動を地元住民が身に付けることを目的とした保健衛生活動で

す。また、コレラが実際に発生した際に、地元の保健ボランティアがすぐに調査を行い、消毒し、

周辺住民への感染を予防するためにアクアタブやせっけんを配付して衛生の啓発を行う活動も

実施しました。

事業は、復興事業から関わっているハイチ赤十字社の看護師数名が活動を継続し、中央県下部

出身の看護師を半数増やした上で、保健ボランティアを育成することができたため、レオガンに

おける復興支援で培った知識や知恵を活かして中央県下部で保健衛生事業を実施することがで

きました。

また、地元住民たちは、衛生の大切さを学び続けることで、事業終了時には、500世帯以上の地

元住民が自ら家の近くに穴を掘ってトイレを作るという行動に出たことは、大きな功績です。

コレラ予防に関する衛生促進イベントで、せっけんを受け取る少女たち©日本赤十字社

56 57第 5 章  事 業 終 了 時 評 価 第 5 章  事 業 終 了 時 評 価



～日赤と自衛隊の初のコラボレーション  成果と課題～

ハイチ大地震発災後、日本は国際協力機構（JICA）の国際緊急援助隊（医療チーム）が西県レ
オガンにおいて8日間医療活動を行い、その活動を約1カ月間日本の自衛隊部隊が引き継いだ。そ
の後の出口戦略として日本政府から日赤は自衛隊の医療活動の引き継ぎ可能性の打診を受け、職員

を派遣して現地状況調査や実行可能性を確認した上で引き継ぎに合意することとした。

赤十字・赤新月運動の中で活動する日赤として、PKO部隊が派遣されていた治安の定まらない
ハイチにおいて自衛隊からの活動の引き継ぎを行うに当たっては、日赤にとっても自衛隊にとって

も各々の組織の活動原則や活動プロトコルを当初は知らなかったため、協働関係をある意味一から

構築する必要があった。

1. 引き継ぎに至る事前調整

（1）自衛隊医療部隊との最初の接触

2010年1月下旬に首都ポルトープランスにおける日赤基礎保健 ERUの仮設診療所で
の活動が安定化した段階で、レオガンの看護大学敷地内で活動する自衛隊医療部隊を訪

問。日赤としてレオガンでの活動場所を引き継ぐ可能性を見極めに来た旨を説明。自衛

隊として、本省に確認の上、その後の調整を行うこととなった。

（2） 自衛隊調整要員の赤十字ベースキャンプへの来所

その翌日に早速自衛隊の調整要員複数人が日赤の滞在する赤十字ベースキャンプを

訪れ、具体的な引き継ぎの可能性を探る方向で動くこととなる。

迷彩服の人々（武器は保持していない）が赤十字・赤新月運動のベースキャンプを

訪れたため、キャンプ内は一時騒然としたが、ハイチ赤十字社に対しても連盟首席代表、

連盟セキュリティー担当に対しても事前に説明しておいたため、問題はなかった。

（3） 活動状況確認

2月上旬に日赤が再度レオガンの自衛隊医療部隊を訪れ、現在の活動の全体像、ステー
クホルダー、関係各機関との役割分担等の調査を行った。看護大学学長や隣で活動する

アメリカの医療NGO関係者らとも協議を行う。宿泊場所は看護大学の寄宿舎を無償利
用すること、電気、水道、トイレ、シャワーは看護大学のものを利用すること、JICA・自

巻末資料① 
レオガンにおける 

自衛隊医療部隊からの活動引き継ぎ 

衛隊活動の期間中にスリランカの PKO部隊に依頼していた看護大学内の警備について
は赤十字の原則に照らし合わせて撤退してもらうこと、その代わりとなる民間の警備員

を雇うこと、クリニックのテント、資機材、日用品、消耗品、食料などは JICAの医療緊
急援助隊から自衛隊が引き継いだものに加えて自衛隊が残せるものを引き継ぐことなど

を確認し、日赤への引き継ぎの具体的な日程調整に入った。

2. 引き継ぎの実際

（1） 引き継ぐ上での課題

日赤が引き継ぐ上で最も高いハードルであったのが日赤の追加班の到着のタイミング

と自衛隊医療部隊の撤収のタイミングが合うかどうかであった。当初の自衛隊からの話

では見込みとして2月18日に完全撤収（2月16日に医療活動終了後、完全撤収は2日後）
であったが、実際には13日に医療活動を終了し、14日からは日赤チームだけで医療活
動を始めることになった。当初、このことは日赤チームにとっては大きな問題となるか

と思われたが、2人のハイチ人医師が既に首都ポルトープランスの日赤の仮設診療所で
日赤の活動をある程度学んでいたこと、さらにはレオガンで働くことになった看護師た

ちがさまざまに機転を利かせて働く有能な人材であったことにより、ほとんど問題なく

この地での活動引継ぎを行うことができた。

また、自衛隊医療部隊（総勢104名）が多くの診療部門をカバーする病院機能（専門
医師13名）を有し、医療支援を近隣で行っていた団体の受け皿も担っていたところ、一
方で日赤の仮設診療所（総勢9名）は基本的な整形外科を含む一般救急（内科系含む）
支援を目的としたものであったため、そのギャップをどのように埋めるのかも大きな課

題であった。

首都ポルトープランスにおいては、他団体や軍隊、特に国連との調整は連盟が各支援

国赤十字社を代表して行うが、レオガンにおいては日赤が赤十字として唯一の医療保健

ERUであることもあり、日赤が直接行わなければならない。被災者の住む国内避難民
（IDP）キャンプにおける情報やその他団体についての情報も日赤が独自に入手しなけ
れば入ってこないため、レオガンの日赤チームにある程度長期間での現地調整役（コー

ディネーター）の派遣が必要でもあった。

（2） クリニック・サイト状況

自衛隊の仮設病院が設置されていたのは Universite Episcopale D’Haiti, Faculate Des 
Sciences Infirmieres de Leoganeであった。これはキリスト教系の看護大学で、5つの教室、
12室の学生用寄宿舎、食堂、学長の私邸、教会関係者用の大きなゲストハウスなどが大
きな敷地に建てられていた。レオガンは被災度合いが大きく、この施設の敷地の中に数

多くの家族が IDPキャンプを作っているという状況であった。
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学長であるMs. Hilda Alcindorは3月からの学校再開を目指しており、この看護大学
の敷地内から IDPの人たちが他の場所へ移れるようにテントや防水シートなどを配付
していた。これと同時にハイチ政府がレオガン内に8カ所の新たな IDPキャンプを設置
し、国際移住機関（IOM）等によって運営されることを決定した様子でだんだんとそち

らに人々が移動していた。

（3） 他団体との役割分担の調整の必要性

アメリカの教会系NGOであるWorld Wide Village、ノートルダム大学医療班、アメ
リカから個人医師を集めて派遣する団体の連合体が自衛隊医療部隊と同じ敷地の中、寄

宿舎は共同使用、自衛隊医療部隊の X線装置や超音波診断装置（エコー）も共同使用
という形で活動していた。アメリカの医療団体とは、自衛隊医療部隊が持つ13名の医師
の専門性を先方の医師の専門性と常に確認し合い、アメリカ医療団体に来院しても専門

の医師がおらず、自衛隊医療部隊にその専門の医師がいれば患者を転送してくるという

ものである。アメリカの医療団体が診療する患者数は250人／日、自衛隊医療部隊が150
人／日で総数400人／日である。このような協働関係にある中で、日赤のハイチ人スタッ
フベースの一般診療の仮設診療所が引き継ぐことになると、現地での役割分担を変更せ

ざるを得なくなることは明白であった。

地震直後は整形外科、一般外科系の患者が多いが、4週間経過すると内科系や慢性疾
患患者の来所が増えてくる。この地域のほとんどの病院や診療所（クリニック）が地震

により損壊したことを考えると慢性疾患への対応も基礎保健 ERUの中で対応すること
を議論しなければならなかった。

レオガンにおける国連人道支援調整事務所（OCHA）主催の保健クラスター会議が
毎週火・木・土15：00から開催されており、20の団体が参加していた。カナダ軍、韓国軍、
ジャマイカ軍などの軍隊の医療班や支援団体がいたが、2月中旬までに既に撤退した団

体もいれば新たに入ってくる団体もおり、役割分担の調整は目まぐるしかった。

（4） 日赤仮設診療所の存在意義を高めたもの

日赤はハイチ大地震の直前に移動式デジタル X線装置と超音波診断装置（エコー）
を追加整備しており、ハイチ大地震において初めて投入した。保健医療クラスター会議

において日赤仮設診療所がこれらの機器を整備していることを報告したところ、ハイチ

に入っていた日赤よりも大規模なフィールド・ホスピタルを運営する団体も X線装置を
持ち込んでいなかったため、自衛隊医療部隊を引き継いだ日赤クリニックに X線を撮る
ために患者が40人／日送られてくることとなった。妊婦についても、近隣で機能してい
る保健センターから超音波診断装置（エコー）で胎児を確認するため来所する方の人数

が増えた。

（5） 引き継ぎのプロセス

自衛隊医療部隊からの引き継ぎは段階的に行い、ある日をもって自衛隊医療職はポル

トープランスに帰隊することとなった。その後1～ 2日間、自衛隊事務、通信、ロジスティ
クス部隊は最後の荷造り・梱包を行い、完全撤退となる。

2月11日から日赤医師1名、ロジ担当1名、本社調整員1名がレオガン入りし、自衛隊
と引き継ぎの詳細の確認、現地での日雇い労働者の雇用、アメリカNGOとの調整、保
健医療クラスター会議への参加、周辺地域で活動するNGOの詳細調査を行った。

自衛隊医療部隊は JICAの国際緊急援助隊からテント、発電機、ベッド、医薬品、医療
消耗品などを引き継いでいたので、それらを含め日赤は何を引き継ぐのかを確認した。

消毒液を除く日本製の医薬品については、日赤仮設診療所のハイチ人スタッフが日本語

で書かれた使用法を理解できないことから自衛隊医療部隊が撤退する際に処分してもら

うこととした。2月13日と14日にはまだ自衛隊医療部隊が規模を縮小して活動し、日赤
チームが加わり患者受付、登録、問診、診察、薬出しまでを自衛隊のラインと並行で行い、

ハイチ人医師・看護師等に流れをつかんでもらうこととした。この間は自衛隊のライン

で120人を診療し、日赤チームのラインで30人を診療するなどの対応とした。自衛隊は
3床体制で診療したが、日赤が引き継いだ後は2床＋1処置室の体制を目指したため、1
日で診療できる患者数も以前よりは限らざるを得なかった。

3. 成果

国内災害救護や各地域での災害救護訓練においては、日赤と自衛隊とのコラボレー

ションは数多く行われている。

しかしながら、国外での国際救援における緊密な活動上のコラボレーションは、近年

では今回のハイチ大地震が最初である。今回の協働を通じてお互いの活動原則や一緒に

できること、できないこと、官用品の取り扱いなどを知ることができた。次にこのような

機会に活かすことができればより円滑に、より適切に災害被災者の救援に当たることが

できる。

国際赤十字・赤新月運動においても最近では災害時における赤十字と軍隊の協働の在

り方の議論が進んでいる。軍隊の大きなロジスティクス能力をお互いの活動原則に沿っ

て活かすことができるかが、被災者を迅速に効率良く助けられる鍵となることを予感さ

せる協働となった。
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巻末資料②  派遣記録一覧

※ 1班、2班はそれぞれ分割して現地入りしたため、1.5班、2.5班が存在する。

ハイチ大地震 ERU派遣要員一覧

班 職務  氏名 所属（当時） 派遣開始日 派遣終了日

班 職務  氏名 所属（当時） 派遣開始日 派遣終了日

1 チームリーダー  白田尚道 日本赤十字社（本社） 2010年1月13日 2010年1月30日

1 チームリーダー／医師 藪本充雄 日本赤十字社和歌山医療センター 2010年1月17日 2010年2月28日

1 医師  岡村直樹 熊本赤十字病院 2010年1月17日 2010年2月21日

1 看護師／助産師  畑下眞守美 日本赤十字社和歌山医療センター 2010年1月17日 2010年2月28日

1 看護師  関塚美穂  名古屋第二赤十字病院 2010年1月17日 2010年2月21日

1 看護師  Christopher Cliffe オーストラリア赤十字社 2010年1月19日 2010年2月1日

1 技術要員 山田悌士 名古屋第二赤十字病院 2010年1月17日 2010年2月21日

1 事務管理要員  森正尚 日本赤十字社大阪府支部 2010年1月17日 2010年2月21日

1 事務管理要員  リテルスポーン・キンイチ 大阪赤十字病院 2010年1月17日 2010年3月22日

1 事務管理要員  五島三保子 日本赤十字社（本社） 2010年1月17日 2010年2月19日

1.5   医師  光森健二 大阪赤十字病院 2010年1月24日 2010年2月28日

1.5   医師  小澤幸子 ハイチ友の会 2010年1月24日 2010年2月28日

1.5   看護師  Hing Sheung MAK 香港赤十字 2010年2月2日 2010年3月1日

1.5   看護師  河合結子 大阪赤十字病院 2010年1月24日 2010年2月28日

1.5   技術要員 黒田彰紀 熊本赤十字病院 2010年1月24日 2010年2月28日

1.5   事務管理要員  岡田涼子 日本赤十字社（本社） 2010年1月25日 2010年3月28日

2   チームリーダー／医師 中出雅治 大阪赤十字病院 2010年2月13日 2010年3月28日

2   医師  小山洋史  熊本赤十字病院 2010年2月13日 2010年3月22日

2   医師  矢澤和虎 諏訪赤十字病院 2010年2月13日 2010年3月22日

2   看護師  池田載子 大阪赤十字病院 2010年2月13日 2010年3月22日

2   看護師／助産師  小林美紀 名古屋第二赤十字病院 2010年2月13日 2010年3月22日

2   看護師／助産師  Esther YIU 香港赤十字 2010年2月14日 2010年3月26日

2   事務管理要員  無津呂昌代 大阪赤十字病院 2010年2月13日 2010年3月22日

2.5   医師  白子順子  高山赤十字病院 2010年2月21日 2010年3月28日

2.5   医師  井上重隆  福岡赤十字病院 2010年2月21日 2010年3月22日

2.5   看護師  矢野佐知子 大阪赤十字病院 2010年2月21日 2010年3月28日

2.5   看護師  浦上友美  熊本赤十字病院 2010年2月21日 2010年3月28日

2.5   看護師  根本律子 日本赤十字社（本社） 2010年2月21日 2010年3月28日

2.5   技術要員 新居優貴 名古屋第二赤十字病院 2010年2月21日 2010年3月28日

2.5   事務管理要員  溝口幸介  熊本赤十字病院 2010年2月21日 2010年3月28日

3 チームリーダー／医師 藤城貴教  清水赤十字病院 2010年3月22日 2010年4月26日

3 医師  ヤップ・ユーウェン 名古屋第二赤十字病院 2010年3月22日 2010年4月26日

3 医師  Joyce CHING 香港赤十字 2010年3月24日 2010年4月22日

3 医師  Luke TSANG 香港赤十字 2010年3月24日 2010年4月22日

3 看護師  藤田容子 日本赤十字社医療センター 2010年3月22日 2010年4月26日

3 看護師  渡部由美 日本赤十字社長崎原爆諫早病院 2010年3月22日 2010年4月26日

3 看護師／助産師  上原さゆり 長野赤十字病院 2010年3月22日 2010年4月26日

3 看護師  平田巳雅 名古屋第二赤十字病院 2010年3月22日 2010年4月26日

3 事務管理・通訳 武島愛子 クリストロア宣教修道女会 2010年3月22日 2010年4月26日

3 技術要員 林田優作 熊本赤十字病院 2010年3月22日 2010年4月26日

3 事務管理要員  中西奈美 日本赤十字社医療センター 2010年3月22日 2010年4月26日

3 事務管理要員  新井清久 日本赤十字社大阪府支部 2010年3月22日 2010年4月26日

3 事務管理要員  高崎紀子  日本赤十字社（本社） 2010年3月16日 2010年4月30日

4 チームリーダー  大岩豊 日本赤十字社（本社） 2010年4月20日 2010年7月20日

4 医師  杉本憲治 名古屋第二赤十字病院 2010年4月20日 2010年5月24日

4 医師  浅香朋美  成田赤十字病院 2010年4月20日 2010年5月24日

4 医師  Yeuk Kei CHAN 香港赤十字 2010年4月21日 2010年5月22日

4 医師  Kwan Chun WONG 香港赤十字 2010年4月21日 2010年5月22日

4 看護師  木島明美 小川赤十字病院 2010年4月20日 2010年5月24日

4 看護師  会沢紀子 芳賀赤十字病院 2010年4月20日 2010年5月24日

4 看護師  川口真由美 福岡赤十字病院 2010年4月20日 2010年5月24日

4 看護師／助産師  藤垣恵 岐阜赤十字病院 2010年4月20日 2010年5月24日

4 薬剤師  小林映子 日本赤十字社医療センター 2010年4月12日 2010年6月29日

4 技術要員 香月寛 熊本赤十字病院 2010年4月20日 2010年5月31日

4 技術要員 吉川靖之 日本赤十字社青森県支部 2010年4月20日 2010年5月24日

4 事務管理要員  山元麻紀 大阪赤十字病院 2010年4月20日 2010年5月24日

4 事務管理要員  古島嵩裕 日本赤十字社埼玉県支部 2010年4月20日 2010年5月24日

4 事務管理要員  佐野友妃子 京都第一赤十字病院 2010年4月20日 2010年5月24日

5   医師  岡野博史 熊本赤十字病院 2010年5月18日 2010年6月22日

5   医師  大塚尚実 旭川赤十字病院 2010年5月18日 2010年6月22日

5   看護師  松近真紀 日本赤十字社和歌山医療センター 2010年5月18日 2010年12月21日

5   看護師  難波裕子 名古屋第一赤十字病院 2010年5月18日 2010年6月22日

5   看護師  下山美穂 静岡赤十字病院 2010年5月18日 2010年6月22日

5   看護師  田井由希  高松赤十字病院 2010年5月18日 2010年6月22日

5   事務管理要員  津田直人 日本赤十字社千葉県支部 2010年5月18日 2010年6月22日

5   事務管理要員  北村幸司 日本赤十字社兵庫県支部 2010年5月18日 2010年6月22日

5   事務管理要員  岩本亜有美 日本赤十字社広島県支部 2010年5月18日 2010年6月22日

5   技術要員 小山晃寛 熊本赤十字病院 2010年5月18日 2010年6月22日

6 医師  古田昭彦 石巻赤十字病院 2010年6月18日 2010年7月20日

6 医師  Pak Chuen YUEN 香港赤十字 2010年6月17日 2010年7月18日

6 看護師  岡田亜紀 神戸赤十字病院 2010年6月18日 2010年7月20日

6 看護師  新保比奈子 福井赤十字病院 2010年6月18日 2010年7月20日

6 事務管理要員  山下勇吉 日本赤十字社（本社） 2010年6月18日 2010年7月20日

6 事務管理要員  篠﨑順治 東京都赤十字血液センター 2010年6月18日 2010年7月20日

 合計 74人
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日赤連絡調整員 粉川直樹 日本赤十字社（本社） 2010年1月16日 2010年2月1日

日赤連絡調整員 菅井智 日本赤十字社（本社） 2010年1月24日 2010年3月4日

日赤連絡調整員 柳原さつき 日本赤十字社（本社） 2010年1月24日 2010年2月5日

日赤連絡調整員 粉川直樹 日本赤十字社（本社） 2010年3月12日 2010年3月19日

連盟事業管理要員（給水・衛生） 林まゆみ 日本赤十字社（本社） 2010年7月11日 2012年4月25日

日赤事業管理要員 辻田岳 日本赤十字社（本社） 2010年7月14日 2010年8月18日

日赤事業管理要員（メドログ） /薬剤師 大塚万記子 広島赤十字・原爆病院 2010年7月14日 2010年8月18日

連盟事業管理要員（給水・衛生） 中村芳治 日本赤十字社（本社） 2010年7月28日 2010年10月27日

日赤事業管理要員 村上友弥子 日本赤十字社（本社） 2010年8月11日 2010年9月15日

日赤事業管理要員 リテルスポーン・キンイチ 大阪赤十字病院 2010年8月11日 2010年9月16日

日赤事業管理要員（メドログ） /薬剤師 宮本佳子 松山赤十字病院 2010年8月11日 2010年9月15日

連盟事業管理要員（保健） PM 長谷川文 日本赤十字社医療センター 2010年9月2日 2011年3月14日

日赤事業管理要員 五島三保子 日本赤十字社（本社） 2010年9月20日 2011年3月29日

連盟事業管理要員（保健） PM 児玉光也 日本赤十字社（本社） 2010年9月20日 2011年5月29日

日赤事業管理要員（メドログ） /薬剤師 小林映子 日本赤十字社医療センター 2010年11月1日 2010年11月29日

日赤事業管理要員（メドログ） /薬剤師 佐川剛毅 日本赤十字社医療センター 2010年11月22日 2010年12月19日

連盟事業管理要員（給水・衛生） 矢野佐知子 大阪赤十字病院 2011年1月18日 2011年7月24日

連盟事業管理要員 浦上友美 熊本赤十字病院 2011年2月21日 2011年9月11日

日赤事業管理要員 林泰史 日本赤十字社（本社） 2011年4月20日 2011年10月27日

連盟事業管理要員（保健） PM 今村尚美 熊本赤十字病院 2011年5月13日 2012年3月4日

連盟事業管理要員（給水・衛生） 藤田容子 日本赤十字社医療センター 2011年8月24日 2013年7月3日

連盟事業管理要員（保健） 橋本香織 福岡赤十字病院 2011年8月26日 2012年1月23日

連盟事業管理要員（保健） 山之内千絵 名古屋第二赤十字病院 2012年1月7日 2012年10月10日

連盟事業管理要員（保健） PM 池田載子 大阪赤十字病院 2012年2月18日 2013年3月12日

連盟事業管理要員（給水・衛生） 熊谷雄一 日本赤十字社（本社） 2012年3月31日 2013年1月29日

連盟事業管理要員（保健） 安藤享子 大阪赤十字病院 2012年9月15日 2013年9月30日

連盟事業管理要員（保健） PM 菅原直子 さいたま赤十字病院 2013年2月2日 2015年2月2日

連盟事業管理要員（保健） 上原さゆり 長野赤十字病院 2013年6月8日 2014年6月9日

連盟事業管理要員 山井美香 大阪赤十字病院 2014年8月9日 2015年8月10日

日赤調査要員 上原さゆり 長野赤十字病院 2014年9月16日 2014年10月30日

日赤調査要員 大町麻依 熊本赤十字病院 2014年9月16日 2014年10月30日

連盟事業管理要員（保健） 津田香都 姫路赤十字病院 2015年5月12日 2016年7月3日

連盟事業管理要員（保健） 小笠原佑子 日本赤十字社和歌山医療センター 2015年7月3日 2017年2月9日

日赤調査要員 菅原直子 さいたま赤十字病院 2015年11月17日 2015年12月16日

連盟事業管理要員（保健） 苫米地則子 日本赤十字社医療センター 2016年12月2日 2017年1月30日

合計（のべ） 35人

ハイチ・コレラ対応 ERU派遣要員一覧 ハイチ大地震／コレラ対応に関わる ERU以外の派遣要員一覧

職務  氏名 所属（当時） 派遣開始日 派遣終了日班 職務  氏名 所属（当時） 派遣開始日 派遣終了日

※ PM＝プロジェクトマネージャー
※メドログ＝メディカル・ロジスティクス

1-3  チームリーダー 喜田たろう  大阪赤十字病院 2010年11月15日 2011年2月24日

1  医師  横江正道 名古屋第二赤十字病院 2010年11月15日 2010年12月3日

1  看護師・助産師  畑下眞守美 日本赤十字社和歌山医療センター 2010年11月15日 2010年12月19日

1  看護師  東恵理 山田赤十字病院 2010年11月15日 2010年12月19日

1  事務管理要員 青木達矢 日本赤十字社（本社） 2010年11月15日 2010年12月19日

1  技術要員  新居優貴 名古屋第二赤十字病院 2010年11月15日 2010年12月19日

2-4 
看護師（2・3班）・ 
チームリーダー（4班） 

高原美貴 姫路赤十字病院 2010年12月13日 2011年3月25日

2  看護師  吉鶴由紀子 名古屋第二赤十字病院 2010年12月13日 2011年1月16日

2  看護師  小林賢吾 熊本赤十字病院 2010年12月13日 2011年1月16日

2  事務管理要員 上野梨香 日本赤十字社（本社） 2010年12月13日 2011年1月16日

2  技術要員  山田悌士 名古屋第二赤十字病院 2010年12月13日 2011年1月16日

2  事務管理要員 岡田涼子 日本赤十字社（本社） 2010年12月18日 2011年1月19日

3  医師  村松幹司 名古屋第二赤十字病院 2011年1月7日 2011年2月14日

3  看護師  西野美紀 福岡赤十字病院 2011年1月7日 2011年2月16日

3  看護師  安藤享子 大阪赤十字病院 2011年1月7日 2011年2月14日

3  薬剤師  宮本佳子 松山赤十字病院 2011年1月7日 2011年2月14日

3  事務管理要員 篠﨑順治 東京都赤十字血液センター 2011年1月7日 2011年2月14日

3  事務管理要員 福庭健二 広島赤十字・原爆病院 2011年1月7日 2011年2月14日

3  技術要員  黒田彰紀 熊本赤十字病院 2011年1月7日 2011年2月14日

4  事務管理要員 保田文子 日本赤十字社（本社） 2011年2月4日 2011年3月16日

4  医師  藤城貴教 清水赤十字病院 2011年2月8日 2011年3月25日

4 看護師  松嵜安容 成田赤十字病院 2011年2月8日 2011年4月5日

5  事務管理要員 佐藤亜希 日本赤十字社（本社） 2011年3月2日 2011年4月5日

5-6 
事務管理要員（5班）・ 
チームリーダー（6班） 

曽篠恭裕 熊本赤十字病院 2011年3月10日 2011年7月2日

5  チームリーダー／医師 白子順子 高山赤十字病院 2011年3月14日 2011年4月17日

5-6  看護師  平田こずえ 日本赤十字社和歌山医療センター 2011年3月14日 2011年6月29日

5  事務管理要員 根本明子 日本赤十字社神奈川県支部 2011年3月28日 2011年4月30日

6  看護師  難波裕子 名古屋第一赤十字病院 2011年4月11日 2011年5月12日

6  事務管理要員 芳原みなみ 名古屋第二赤十字病院 2011年4月25日 2011年5月29日

6  看護師  松嵜安容 日本赤十字社（本社） 2011年5月2日 2011年6月5日

6  事務管理要員 立川俊彦 日本赤十字社愛知県支部 2011年6月1日 2011年6月30日

合計（のべ） 31人

64 65



表紙写真：地震で傷ついた少女と遊ぶ赤十字ボランティアの Sheila Gabrielさん©Talia Frenkel/American Red Cross

震災被災者支援・コレラ蔓延対応

日本赤十字社　東京都港区芝大門1-1-3

 http://www.jrc.or.jp/　 日赤　ハイチ




